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第 ３ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

平成27年10月９日(金曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時16分休憩 

            午前11時23分開議

            午後０時１分休憩 

            午後１時０分開議

  午後２時30分休憩 

            午後２時37分開議

            午後２時58分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第30号 平成26年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第32号 平成26年度熊本県母子寡婦福

祉資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

議案第38号 平成26年度熊本県林業改善資

金特別会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第39号 平成26年度熊本県沿岸漁業改

善資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第45号 平成26年度熊本県就農支援資

金貸付特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員(11人) 

     委 員 長 吉 永 和 世 

        副委員長 渕 上 陽 一 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 浦 田 祐三子 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 緒 方 勇 二 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員  田 大 造 

        委  員 山 本 伸 裕 

欠席委員(１人) 

        委  員 荒 木 章 博 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 濱 田 義 之 

政策審議監 田 中 純 二 

経営局長 田 中 信 行 

生産局長 園 田   誠 

農村振興局長 小 栁 倫太郎 

森林局長 江 上 憲 二 

水産局長 平 岡 政 宏 

農林水産政策課長 白 石 伸 一 

首席審議員兼団体支援課長 山 口 洋 一 

農地・農業振興課長 川 口 卓 也 

農地・農業振興課政策監 鳥 井   修 

担い手・企業参入支援課長 吉 野 昇 治 

流通企画課長 荒 木   亮 

むらづくり課長 村 山 直 康 

農業技術課長 下 舞 睦 哉 

農産課長 酒瀬川 雅 士 

園芸課長 潮 崎 昭 二 

畜産課長 中 村 秀 朗 

農村計画課長 池 田 雄 一 

農地整備課長 西 森 英 敏 

技術管理課長 原   俊 彦 

森林整備課長 赤 羽   元 

林業振興課長 宮 田   修 

森林保全課長 三 原 義 之 

水産振興課長 木 村 武 志 

漁港漁場整備課長 長 井 英 治 

健康福祉部 

部 長 豊 田 祐 一 

       政策審議監 寺 島 俊 夫 
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         医 監 迫 田 芳 生 

      長寿社会局長 大 村 裕 司 

 子ども・障がい福祉局長 松 永   寿 

        健康局長 山 内 信 吾 

      首席審議員兼 

    健康福祉政策課長 渡 辺 克 淑 

    健康危機管理課長 岡 﨑 光 治 

      首席審議員兼 

     高齢者支援課長 本 田 充 郎 

  首席審議員兼認知症対 

  策・地域ケア推進課長 池 田 正 人 

      社会福祉課長 吉 田 雄 治 

     子ども未来課長 福 田   充 

   子ども家庭福祉課長 奥 山 晃 正 

    障がい者支援課長 井 上 康 男 

      首席審議員兼 

      医療政策課長 立 川   優 

  国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

   健康づくり推進課長 下 村 弘 之 

      薬務衛生課長 和久田 俊 裕 

――――――――――――――― 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 山 本   理 

        会計課長 瀬 戸 浩 一 

――――――――――――――― 

 監査委員事務局 

         局 長 牧 野 俊 彦 

         監査監 千 羽 一 樹 

――――――――――――――― 

 事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 小 夏   香 

       議事課参事 小 池 二 郎 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○吉永和世委員長 それでは、ただいまから

第３回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前中に農林水産部の審査を行

い、午後から健康福祉部の審査を行うことと

しております。 

 それでは、これより農林水産部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。なお、執行部

からの説明は、効率よく進めるために着座の

ままで簡潔にお願いいたします。 

 それでは、農林水産部長から決算概要の説

明を行い、続いて担当課長から順次資料の説

明をお願いします。 

 初めに、濱田農林水産部長。 

 

○濱田農林水産部長 着座のまま失礼を申し

上げます。 

 決算概要の御説明を申し上げます。 

 まず、決算の御説明に先立ちまして、昨年

度、決算特別委員長報告におきまして、施策

の推進上改善または検討を要する事項等とさ

れたもの３点について、その後の措置状況を

報告させていただきます。 

 まず第１点目でございますが、各部局に共

通する事項ではございますが、未収金の解消

でございました。 

 これにつきましては、平成25年度の当部の

未収金２億3,500万円でございましたが、部

内の未収金対策会議を通じて、各課の取り組

み状況、課題、こういったものを把握しなが

ら、部を挙げて解消に取り組んでまいりまし

た。 

 その結果、新規賦課分の未収金、これが大

幅に減尐いたしまして、26年度の未収金は、

前年度末から2,500万円減尐したという状況

にございます。今後も引き続き、部を挙げて

未収金の解消に努めてまいります。 

 第２点目でございます。 

 これは個別事項でございますが、球磨川の

魚族補殖事業の委託先の事業実施状況等につ

いて把握して、適切に指導監督しろというこ

とでございました。 

 これにつきましては、アユの種苗の受け取

り、それから放流場所での実施状況、これに

つきまして、まず実績書類の確認検査により
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まして、適切に種苗の購入並びに放流が行わ

れていることを確認申し上げております。さ

らに、これに加えまして放流が確実に行われ

ていることを現地でも確認を申し上げており

ます。今後とも、事業の実施状況を把握しな

がら、適切な指導監督に努めてまいります。 

 ３点目、最後でございますが、人・農地プ

ランにつきまして、市町村に対して指導を行

いまして、プランの未策定地区の解消に努め

ろということでございました。 

 これにつきましては、取り組みがおくれて

いる市町村に対しまして、各地域に配置して

おります地域連携推進員、これを中心に、地

域での話し合いに参画させながら、地域での

共通の認識の醸成、これに努めてまいりまし

た結果、この集落のカバー率でございます

が、平成25年度末の73.6％から、現時点では

84.9％ということで、11ポイント上昇をして

おります。 

 今後も引き続き、策定の主体となる市町村

などと一体となりまして、今年度中の策定率

100％、これを目指してまいりたいというふ

うに考えております。 

 以上が報告事項に対するものでございます

が、続きまして、農林水産部におけます一般

会計、特別会計の平成26年度決算の概要につ

いて、概要を御報告申し上げます。 

 お手元に決算特別委員会説明資料がござい

ますが、この１ページをお開きいただきたい

と思います。 

 １ページ目に、総括表を載せてございま

す。ポイントを御説明させていただきます。 

 まず、この左側の歳入についてでございま

す。 

 最下段をごらんいただきますと、一般会計

と特別会計３本を合わせまして、収入済み

額、これが473億5,800万円余――左から４番

目の欄でございますが、になってございま

す。 

先ほど申し上げました収入未済額、これにつ

きましては２億1,000万円余というふうにな

っております。 

 また、右側の大きな欄の歳出のほうでござ

いますが、支出済み額が754億1,400万円余、

それから翌年度繰越額が117億400万円余、そ

れから不用額51億3,300万円余となっており

ます。 

 翌年度繰越額につきましては、主に国の経

済対策に係りまして、２月補正での予算計上

ということがありました。それから、地元調

整あるいは工法の検討に不測の日数を要した

ということなどによる理由でございます。ま

た、不用額につきましては、補助事業におき

ます要望額の減尐あるいは事業執行に伴う入

札残などでございます。 

 以上が農林水産部の決算の概要でございま

す。詳細につきましては、この後各課長から

御説明を申し上げます。審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○吉永和世委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○白石農林水産政策課長 農林水産政策課長

の白石でございます。 

 初めに、当課における定期監査の指摘事項

はございません。 

 それでは、お手元の決算特別委員会説明資

料に沿って説明をさせていただきます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 農林水産政策課の歳入につきましては、２

ページから６ページまでございます。 

 不納欠損額、収入未済額はありません。 

 予算現額と収入済み額との比較につきまし

ては、差額が大きいもののみ説明させていた

だきます。 

 説明資料の４ページをお願いいたします。 

 上から６段目の農畜産物売り払い収入につ

きましては、予算現額と収入済み額との比較

で2,900万円余の増額となっております。こ
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れは農業研究センターにおける農畜産物の収

入の増などでございます。 

 次に、歳出につきまして説明させていただ

きます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 １段目、総務費のうち一般管理費につきま

しては、繰越額、不用額ともございません。 

 中段の農業総務費の不用額2,156万円余に

つきましては、新設しましたフードバレーア

グリビジネスセンターへの配備備品の入札

残、それから人件費の執行残及び経費節減等

に伴う執行残でございます。 

 続きまして、８ページをお願いいたしま

す。 

 上段の農業研究センター費の不用額2,828

万円余、それから下段の畜産業費の農業研究

センター費の不用額437万円余につきまして

は、いずれも人件費の執行残、それから経費

節減等に伴う執行残でございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 下段の林業研究指導所費の不用額399万円

余につきましては、人件費の執行残、それか

ら経費節減等に伴う執行残でございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 下段の水産研究センター費の不用額3,715

万円につきましては、飼育実験棟の屋根張り

かえ工事等の入札残、それから、人件費の執

行残、経費節減等に伴う執行残でございま

す。 

 農林水産政策課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○山口団体支援課長 団体支援課長の山口で

ございます。 

 まず、今年度の定期監査の結果につきまし

て御説明いたします。 

 職員の交通事故につきまして、公務中に過

失割合の高い人身事故が１件発生している。

職員の交通安全意識の高揚を図るとともに、

効果的な交通事故防止策を講じることとの指

摘がございました。 

 職員の交通事故につきましては、公務中、

私用中を問わず、職場全体の共通認識といた

しまして、法令遵守や安全運転に取り組んで

いく必要があると考えております。 

 団体支援課といたしましては、職員に対

し、毎月の例会や研修を通しまして注意喚

起、指導を行ってきたところですが、今回の

事故を受けまして、さらに交通安全意識の高

揚に取り組んでまいりました。 

 今年度は交通事故は発生しておりません

が、引き続き、職員に対し、時宜に応じて注

意喚起を行い、安全運転、法令遵守の徹底に

取り組んでまいります。 

 続きまして、平成26年度の決算につきまし

て御説明いたします。 

 先ほどの説明資料の11ページをお願いいた

します。 

 一般会計の歳入で、13ページまでございま

すけれども、不納欠損はございません。 

 また、11ページ２段目の諸収入、収入未済

額3,600万円余につきましては、後ほど附属

資料により一括して御説明させていただきま

す。 

 15ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出でございます。 

 上段の農業金融対策費につきまして、不用

額が1,200万円余ございます。主な理由は、

備考欄の上段に記載しておりますとおり、貸

付金等の資金需要が見込みを下回ったことや

経費節減等による執行残でございます。 

 17ページをお願いいたします。 

 上段の水産業協同組合指導費の不用額280

万円余につきましては、事業量の減尐に伴う

執行残でございます。 

 続きまして、18ページをお願いいたしま

す。 

 林業改善資金特別会計でございます。 

 ２段目の繰越金につきまして、予算額と収

入済み額との比較で７億2,400万円余の増と
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なっておりますが、この資金は、前年度の貸

付残高を翌年度に繰り越して貸し付ける仕組

みとなっておりまして、前年度の貸し付けが

尐なかったことにより繰り越したものでござ

います。 

 中ほどの林業・木材産業改善資金貸付金償

還元金の収入未済額1,200万円余につきまし

ては、一般会計同様、後ほど附属資料により

説明させていただきます。 

 20ページをお願いいたします。 

 上から２段目の林業・木材産業改善資金助

成金の不用額4,300万円余につきましては、

資金需要が見込み額を下回ったことによるも

のでございます。 

 21ページをお願いします。 

 沿岸漁業改善資金特別会計の歳入でござい

ますが、不納欠損はございません。 

 ２段目の繰越金につきまして、予算額と収

入済み額との比較で２億8,000万円余の差が

ありますが、これは貸付残額を繰り越したこ

とによるものでございます。 

 下から２段目の貸付金償還元金と下段の貸

付金延滞違約金の収入未済額につきまして

は、後ほど補足資料により説明させていただ

きます。 

 22ページをお願いいたします。 

 沿岸漁業改善資金の不用額4,500万円余に

つきましては、資金需要が見込みより尐なか

ったことによるものでございます。 

 続きまして、同じ決算特別委員会附属資料

の44ページをお願いいたします。 

 団体支援課の収入未済の状況について御説

明いたします。 

 上段の表、一般会計では、農業改良資金貸

付金の元金2,700万円余と延滞違約金850万円

余が収入未済となっております。農業改良資

金の収入未済は、全て過年度分で、このうち

本年９月末現在で108万円余を回収しており

ます。 

 中段の表の林業・木材産業改善資金は、元

金1,200万円余が収入未済となっており、９

月末現在で123万円を回収しております。 

 下段の表の沿岸漁業改善資金は、元金

1,000万円余、延滞違約金500万円余が収入未

済となっており、９月末現在で91万円余を回

収しております。 

 45ページをお願いいたします。 

 上段は、収入未済額の過去３カ年の推移で

ございます。 

 １段目、２段目の農業改良資金の元金と違

約金の合計額は、過年度分の回収を進めたこ

とによりまして、前年度に比べ300万円余減

尐しております。 

 ３段目の漁業金融円滑化貸付金は、延滞違

約金について、誓約書に基づき、約束どおり

分納していただいておるところでございま

す。 

 ４段目、５段目の林業・木材産業改善資金

の元金と違約金の合計額は、過年度分の回収

を進めたことによりまして、前年度に比べ

300万円余減尐しております。 

 ６段目、７段目の沿岸漁業改善資金は、延

滞違約金を含めた前年度比較で15万2,000円

増額しておりますが、これは魚価低迷等によ

り延滞が生じたことによるものでございま

す。 

 団体支援課の収入未済額全体では、前年度

に比べまして640万円余減尐しております。 

 下段の収入未済額の状況ですが、延滞者の

数は、下段の件数23名となっておりますけれ

ども、元金と延滞違約金両方を滞納している

者がおられるため、全体の実人員は20名で、

全員分割により納付中でございます。 

 46ページをお願いいたします。 

 平成26年度の未収金対策でございます。 

 未収金の回収につきましては、一括支払い

が困難な場合には、できる範囲内で分割によ

り償還していただくという方針で取り組んで

おりまして、分納計画を確実な納付に結びつ

けますために、連帯保証人と連名で誓約書を
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徴するということに取り組んでおります。ま

た、毎年、面談により債務者や連帯保証人に

対する催告を行っているところでございま

す。 

 未収金の回収につきましては、今後とも、

地域振興局や償還事務等を委託しております

農協、森林組合、漁協などの関係機関と連携

を図りまして、経営状況等も十分把握いたし

まして回収に努めてまいります。 

 団体支援課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○川口農地・農業振興課長 農地・農業振興

課長の川口でございます。よろしくお願いい

たします。 

 当課におきまして、定期監査における指摘

事項はございません。 

 それではまず、説明資料のほうにお戻りい

ただきたいと思います。 

 一般会計の歳入について御説明いたしま

す。 

 23ページをお願いいたします。 

 当課に係る歳入につきましては、不納欠

損、収入未済ともございません。 

 上から３段目の農業委員会等振興助成費補

助、５段目の人・農地問題解決推進事業費補

助、８段目の自作農財産管理処分費、合わせ

まして予算現額と収入済み額との比較で790

万円余の減額となっておりますが、これは事

業量の減尐に伴う減額となったものでござい

ます。 

 続きまして、24ページをお願いいたしま

す。 

 上から２段目の農用地利用集積等推進基金

繰入金でございますが、予算現額と収入済み

額との比較で2,500万円余の減額となってお

りますが、当基金を財源としました農地中間

管理事業が行う農地の借り入れ、規模拡大農

家への貸し付け等に係る事業量の減尐に伴

い、減額となったものでございます。 

 続きまして、25ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出について御説明申し上げま

す。 

 ２段目の不用額の欄をごらんください。 

 合計で7,200万余の不用額が出ております

が、この主な要因としまして、３段目の農業

総務費の不用額でございます。この中には、

農地中間管理事業及び単県の農地集積加速化

事業等で構成されておりますが、県独自の農

地集積協力金等の取り組みが年度をまたいで

しまったことによる事業量の減尐による執行

残でございます。 

 また、一番下の段の農地総務費の不用額

は、人件費の執行残でございます。 

 最後に、26ページをお願いいたします。 

 農地調整費でございますが、不用額は事業

量減尐に伴う執行残でございます。 

 農地・農業振興課は以上のとおりでござい

ます。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○吉野担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。よろしくお願

いいたします。 

 当課におきましては、定期監査における指

摘事項はございません。 

 説明資料で、まず、一般会計の歳入につい

て御説明させていただきます。 

 歳入につきまして、不納欠損、歳入未済額

はございません。 

 以下、予算現額と収入済み額の差が大きな

もののみを御説明させていただきます。 

 まず、28ページをお願いいたします。 

 下から２段目の農業・食品産業強化対策整

備交付金につきまして、予算額と収入済み額

との比較で６億4,800万円余の減額となって

おりますが、これは農業用機械等の導入を支

援いたします経営体育成支援事業分で、２月

補正予算の経済対策分５億円余を平成27年度
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に繰り越したこと及び事業量の減尐に伴い減

額となったものでございます。 

 続きまして、30ページをお願いいたしま

す。 

 下から２段目、新規就農者を支援いたしま

す青年就農給付金事業補助金につきまして、

予算額と収入済み額との比較で３億2,200万

円余の減額となっておりますが、これも、２

月補正予算の経済対策分１億7,500万円余を

平成27年度に繰り越しをいたしましたこと、

また、給付金の支給対象者が予算計上時の見

込みを下回ったことに伴いまして減額となっ

たものでございます。 

 次に、一般会計の歳出について御説明いた

します。 

 31ページをお願いいたします。 

 農業総務費につきまして、2,700万円余の

翌年度繰越額が生じています。これも、国の

経済対策に伴い、２月補正予算で措置した２

事業を繰り越したものでございます。 

 また、不用額650万円余は、主に補助金の

要望減に伴います執行残でございます。 

 続きまして、32ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の農業改良普及費につきまして、２

億2,500万円余の翌年度繰り越しが生じてお

ります。これは青年就農給付金事業及び農業

参入企業を支援します６次産業化推進・加工

施設整備支援事業の繰り越し分でございま

す。 

 また、１億8,500万円余の不用額が生じて

おります。主に青年就農給付金の対象者減に

よる執行残でございます。 

 ２段目の農業構造改善事業費につきまして

は、５億円余の翌年度繰越額が生じておりま

す。これにつきましては、歳入で御説明いた

しました経営体育成支援事業の繰り越し分で

ございます。 

 また、不用額２億2,200万円余につきまし

ては、同じく経営体育成支援事業の要望減に

伴います執行残でございます。 

 一般会計に関しての説明は以上でございま

す。 

 次に、34ページをお願いいたします。 

 新規就農者に対して貸し付けを行います就

農支援資金貸付特別会計について御説明いた

します。 

 この就農支援資金につきましては、26年10

月より貸し付け事務が県から日本政策金融公

庫に移管されまして、特別会計を26年度末で

廃止しております。 

 収入について、不納欠損、収入未済額はご

ざいません。 

 続きまして、35ページをお願いいたしま

す。 

 歳出でございますけれども、９月までの貸

し付け、それから、国への償還を行った後の

残り１億円余につきましては、全額を一般会

計へ繰り出しをしております。 

 今後、企業貸付金に係ります国費分の償還

事務を、一般会計において処理することとし

ております。 

 続きまして、別冊の附属資料の１ページを

お願いいたします。 

 繰越事業調べでございます。 

 １段目の農業用機械導入等を支援いたしま

す経営体育成支援事業、２段目、法人設立時

の経費を支援いたします地域営農組織法人化

推進事業、３段目、中山間地域におきます作

業委託を支援いたします中山間地域担い手確

保支援事業、４段目、就農研修や就農直後の

支援を行います青年就農給付金事業の４事業

につきましては、いずれも国の経済対策に伴

いまして２月補正で予算措置を行ったもので

ございます。26年度の執行額を除きまして、

27年度に繰り越してございます。 

 進捗状況でございますけれども、地域営農

組織法人化推進事業及び青年就農給付金事業

につきましては完了しております。他事業に

つきましても、今年度中に完了する予定でご
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ざいます。 

 ５段目でございます。６次産業化推進・加

工施設整備支援事業でございますけれども、

健康食品の加工施設整備に5,000万円を助成

いたしましたけれども、設計の変更等により

まして年度内に事業を完了することが難しく

なったことから繰り越しを行いました。 

 現在の進捗状況につきましては約60％で、

11月末には完成予定でございます。 

 担い手・企業参入支援課は以上です。 

 

○荒木流通企画課長 流通企画課でございま

す。 

 当課において、定期監査における公表事項

はございません。 

 まず、一般会計の歳入について御説明申し

上げます。 

 資料は戻りまして、説明資料の36ページを

お願いいたします。 

 当課に係る歳入につきましては、不納欠損

額、収入未済額ともございません。 

 上段の国庫支出金につきましては、予算現

額と収入済み額との比較で２億6,500万円余

の減額となっております。 

 その主な内訳でございますけれども、上か

ら３段目の６次産業化ネットワーク活動交付

金、それから４段目の地域住民生活等緊急支

援のための交付金、いずれも27年度への繰り

越しに伴うものでございます。 

 続きまして、一般会計歳出について御説明

を申し上げます。 

 次のページ、37ページをお願いいたしま

す。 

 下段の農業総務費でございますけれども、

予算現額12億7,700万円余に対しまして、９

億9,600万円余の支出、２億5,600万円余の翌

年度繰り越しで、不用額は2,500万円余でご

ざいます。翌年度繰り越しにつきましては、

後ほど別資料で御説明申し上げます。 

 不用額の主な内容でございますけれども、

備考欄に記載しておりますが、入札に伴いま

す執行残、それから、くまもとの６次産業化

総合対策事業の要望の減尐など、事業量の減

尐に伴う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料２ページをお願いい

たします。 

 繰り越し事業でございますけれども、２月

補正で予算措置をいただきました経済対策分

につきまして、くまもとの６次産業化総合対

策事業から次の３ページの農産物モーダル調

査事業まで、合計９つ、２億5,600万円余の

繰り越しがございました。 

 流通企画課は以上のとおりでございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○村山むらづくり課長 当課において、定期

監査における公表事項はございません。 

 まず、一般会計の歳入について御説明いた

します。 

 説明資料にお戻りください。38ページをお

願いいたします。 

 当課に係る歳入につきましては、不納欠損

額、収入未済額ともございません。 

 上から４段目の国庫支出金につきまして

は、予算現額と収入済み額との比較で１億

6,700万円余の減額となってございます。そ

の主な内訳を御説明いたします。 

 一番下の段の農山漁村地域活性化整備交付

金につきまして、平成27年度への繰り越しの

ため、600万円余の減額となったものでござ

います。 

 資料39ページをお願いいたします。 

 上から３段目でございますが、農山漁村地

域整備交付金につきましては、平成27年度へ

の繰り越しのため、１億6,000万円余の減額

となったものでございます。 

 続きまして、一般会計の歳出について御説

明いたします。 

 資料の41ページをごらんください。 

 上段の一般管理費でございますが、不用額
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はございません。 

 下段の農業総務費でございますが、不用額

は、事業量の減尐に伴う執行残及び経費節減

に伴う執行残等でございます。 

 42ページをお願いいたします。 

 上段の農作物対策推進事業費でございます

が、翌年度繰越額600万円余につきまして

は、鳥獣被害防止総合対策事業分でございま

す。こちらは繰り越し事業調べの中で御説明

させていただきます。 

 不用額は、農作物対策推進事業費の地域ぐ

るみの鳥獣被害防止対策パワーアップ事業等

の事業量の減尐に伴う執行残でございます。 

 続きまして、下段の農業構造改善事業費で

ございますが、不用額は、農業構造改善事業

費の都市農村交流対策事業等の経費の節減等

に伴う執行残でございます。 

 43ページをお願いいたします。 

 中段の農地総務費でございますが、不用額

はございません。 

 下段の土地改良費でございますが、翌年度

繰越額２億7,400万円余につきましては、県

営中山間地域総合整備事業費分でございま

す。こちらは繰り越し事業調べの中で御説明

させていただきます。 

 不用額は、多面的機能支払い事業費等の事

業量の減尐及び経費の節減等に伴う執行残で

ございます。 

 続きまして、附属資料の４ページをお願い

いたします。 

 鳥獣被害防止総合対策事業につきまして

は、１カ所、600万円余の繰り越しがござい

ました。捕獲した鳥獣を食肉にするための処

理加工施設の整備であり、12月に竣工いたし

ます。 

 県営中山間地域総合整備事業費につきまし

ては、合計で６カ所の２億7,400万円余の繰

り越しがございました。いずれも中山間地域

における生産基盤等の整備を行っており、３

月末までに竣工いたします。 

 むらづくり課は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○下舞農業技術課長 農業技術課長の下舞で

ございます。 

 まず、定期監査における指摘事項はござい

ません。 

 次に、一般会計の歳入について御説明いた

します。 

 説明資料をごらんください。44ページ、45

ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損、収入未済

額ともございません。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 説明資料の46ページをお願いいたします。 

 １段目の総務費の一般管理費ですが、繰り

越し、不用額ともございません。 

 次に、４段目の農林水産業費の農業改良普

及費ですが、不用額2,285万円につきまして

は、人件費の執行残や経費節減等による執行

残でございます。 

 続きまして、説明資料47ページをお願いい

たします。 

 ２段目の農作物対策費ですが、翌年度繰越

額200万円余につきましては、後ほど附属資

料にて御説明させていただきます。不用額に

つきましては、経費節減に伴う執行残でござ

います。 

 次に、繰り越しについて御説明いたしま

す。 

 附属資料の５ページをお願いいたします。 

 阿蘇火山活動降灰地域緊急土壌矯正事業に

つきましては、阿蘇火山の降灰対策として、

被害農業者へ速やかに支援を行うため、２月

専決処分により成立した予算であり、事業費

の一部を繰り越したものでございます。 

 なお、進捗率が０％となっておりますが、

４月以降現在まで、降灰量も尐なく、土壌矯

正事業の対象となる降灰被害がなかったため
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でございます。今後も、阿蘇の火山活動の状

況に応じ、適正に事業を進めてまいります。 

 農業技術課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○酒瀬川農産課長 農産課長の酒瀬川でござ

います。よろしくお願いします。 

 資料の本冊の48ページをお願いいたしま

す。 

 農産課におきましては、定期監査の指摘事

項はございません。 

 一般会計の歳入についてでございます。 

 不納欠損額、収入未済額はございません。 

 一番上の段の国庫支出金の予算現額と収入

済み額との比較が４億7,497万円余の減とな

っておりますが、主なものを御説明いたしま

す。 

 ２段目の農業・食品産業強化対策整備交付

金でございます。これは単県事業名は生産総

合事業でございます。予算現額30億8,598万

円余に対し、収入済み額が26億4,338万円余

と、４億4,260万円余の減となっておりま

す。これは国からの交付金が減ったためでご

ざいます。 

 次に、４段目の経営所得安定対策推進事業

費補助は、919万円の減となっております。

こちらも国からの交付金の減でございます。 

 さらに、５段目の地域住民生活等緊急支援

のための交付金、2,296万円余の減となって

おりますが、こちらは国の経済対策２月補正

分でございまして、平成27年度への繰り越し

分でございます。 

 次の資料49ページにつきましては、41万円

余の減となっておりますけれども、事業費等

の確定に伴う返納金でございます。 

 続きまして、歳出についてでございます。 

 資料の50ページをお願いいたします。 

 ３段目の農林水産業の農業総務費でござい

ます。不用額125万円余は、人件費の執行残

でございます。 

 次に、農作物対策費でございます。繰越額

の3,399万円余につきましては、後ほど別と

じの附属資料で御説明を申し上げます。 

 次に、不用額５億3,579万円余の内訳でご

ざいます。 

 備考欄に記載のとおり、１つ目が、計画変

更、事業量減尐による残が5,692万円余、２

つ目が、入札による残が２億8,814万円余と

なっております。これは、生産総合事業につ

きまして、入札残が出たものでございます。

それから３つ目が、事業未実施による執行残

が41万円余、４つ目が、国の交付減による執

行残が１億8,418万円余となっております。

これは、平成26年２月補正で、国からの交付

金の内報がなかった事業でございます。それ

から５つ目が、経費節減による執行残が611

万円余でございます。 

 次に、別とじの附属資料の繰り越し事業に

ついて御説明を申し上げます。 

 別冊の６から７ページをお願いいたしま

す。 

 ６ページのくまもと３世代住宅支援事業並

びにくまもと米トップグレード総合対策推進

事業につきましては、国の経済対策に伴い、

２月補正で成立した予算でございます。全額

の繰り越しをしております。 

 それから、６ページから７ページにかけて

の阿蘇火山活動降灰地域茶対策緊急支援事業

につきましては、阿蘇の降灰対策で２月専決

で成立した予算であるための繰り越しでござ

います。既に全額執行済みでございます。 

 農産課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いします。 

 

○潮崎園芸課長 園芸課でございます。 

 まず、当課において定期監査における指摘

事項はございません。 

 一般会計の歳入について説明をいたしま

す。 

 説明資料に戻っていただきまして、52ペー
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ジをお願いいたします。 

 不納欠損、収入未済ともにございません。 

 53ページをお願いいたします。 

 歳出に関してですが、農作物対策費をごら

んください。 

 繰越額が1,300万円ほどございますが、こ

れはこの後附属資料で説明をいたします。 

 不用額が3,600万円余でございますが、こ

れは入札残及び経費節減に伴う執行残でござ

います。 

 続きまして、附属の資料の８ページをお願

いいたします。 

 繰り越し事業でございます。 

 上段の事業は、国の経済対策に伴い２月補

正で予算措置したため、全額を繰り越してい

ます。 

 進捗状況が０％となっておりますが、これ

は９月１日時点でございまして、10月１日時

点では20％となっております。今後も推進に

努めてまいります。 

 下段の事業は、阿蘇山の降灰対策としまし

て、２月９日に専決処分された予算でござい

ます。補助対象である洗浄機の一部が受注生

産になり、納品までに時間を要することにな

ったため、その分を繰り越したものです。既

に６月に完了をしております。 

 園芸課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○中村畜産課長 畜産課でございます。 

 定期監査の指摘事項はございません。 

 説明資料の54ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、54ページから58ペー

ジまででございますが、不納欠損、収入未済

はございません。 

 予算現額と収入済み額との差が大きいもの

について説明させていただきます。 

 55ページをお願いいたします。 

 下から４段目の家畜伝染病予防事業費負担

金につきまして、予算現額と収入済み額との

比較が2,286万円余の減となっております。

これは昨年４月に球磨管内で発生しました鳥

インフルエンザの防疫経費確定に伴う減でご

ざいます。 

 最下段の公社営畜産基地建設事業費補助に

つきまして、予算現額と収入済み額との比較

が4,724万円余の減となっております。これ

は翌年度への繰り越しに伴う調定額の減によ

るものでございます。 

 続きまして、56ページをお願いいたしま

す。 

 最上段の消費・安全対策推進交付金につき

まして、予算現額と収入済み額との比較が

2,124万円余の減となっております。これ

は、昨年度発生いたしました豚流行性下痢、

ＰＥＤの防疫措置について、農家用を踏まえ

予算化しましたが、実施の段階で要望額が予

算額を下回ったものでございます。 

 上から４段目の畜産競争力強化整備事業費

補助につきまして、予算現額と収入済み額と

の比較が12億4,686万円余の減となっており

ます。これは、国が昨年末経済対策を打ち出

しまして、畜産関係では、畜舎等の整備がで

きる畜産クラスター事業が出ましたので、畜

産農家の経営基盤強化を図るため、積極的に

予算取りにいきました。結果として、北海道

に次ぐ内示をいただきましたが、年末でござ

いましたので、内示があった５億3,700万円

余を繰り越しし、国の内示と予算額との差７

億900万円余を不用としたため、調定額、収

入済み額ともゼロとなっております。 

 続きまして、歳出について説明させていた

だきます。 

 59ページをお願いいたします。 

 １段目の総務費につきましては、翌年度繰

越額及び不用額ともございません。 

 ３段目の畜産総務費の不用額は、主に職員

給与費の執行残でございます。 

 最下段の畜産振興費の不用額７億8,781万

円余の理由につきましては、右の備考欄に内
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容を記載しておりますが、国の内示の減によ

るものが大きくなっております。これは、先

ほど説明しました、畜産クラスター事業実施

に伴うものでございます。 

 経済対策の畜産クラスター事業では、経済

対策に対応いたしまして、２月補正予算で12

億4,700万円余を計上したものですが、５億

3,798万円余の内示をいただきましたが、内

示が３月であったため、予算との差額７億

902万円余が不用額となったものでございま

す。 

 また、翌年度の繰越額は、３月に内示いた

だいた畜産クラスター事業等の繰り越しに伴

うものでございます。 

 60ページをお願いいたします。 

 下段の家畜保健衛生費につきましては、不

用額１億3,908万円余でございますが、右の

備考欄に内訳を記載しておりますとおり、事

業実施後の執行残が１億2,745万円余となっ

ております。 

 その主なものといたしましては、先ほど説

明しました球磨地域で発生しました鳥インフ

ルエンザ及び豚流行性下痢の発生によるもの

であり、４億756万円余の予算を計上し、支

出は２億9,442万円余であり、残額の１億

1,313万円余が不用となったものでございま

す。 

 これは、２月補正以降も防疫業務及び生産

業務が継続したため、補正予算が行えなかっ

たものでございます。 

 61ページをお願いいたします。 

 最下段の草地開発費の不用額1,992万円余

の主なものとしましては、備考欄に書いてお

ります、草原再生・草地畜産研究所整備事業

の事業実施後の執行残となっております。 

 続きまして、別冊の附属資料の繰り越し事

業について御説明いたします。 

 別冊の９ページをお願いいたします。 

 １段目から３段目までの畜産クラスター事

業、天草大王輸出・ハラール推進事業、「く

まもとの牛」海外進出加速化対策事業は、い

ずれも国の経済対策の予算に対応した２月補

正予算で成立した事業であり、議決後から年

度末まででは適正な事業実施期間が確保でき

なかったため、繰り越したものでございま

す。既に交付決定して、事業に着手しておる

ところでございます。 

 ４段目の公社営畜産基地建設事業につきま

しては、家畜排せつ物処理施設や畜舎等の整

備におきまして、悪臭や水質汚濁のおそれが

あり、地元との調整に不測の日数を要したた

め、繰り越したものでございます。工事は、

既に９月に完了しております。 

 畜産課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○池田農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 まず、定期監査における指摘事項はござい

ません。 

 説明資料の62ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入について御説明いたしま

す。 

 上から２段目、国営土地改良事業費負担金

で、収入未済額が6,400万円余ございます。

この収入未済額につきましては、右側の備考

欄にございますように、国営土地改良事業と

して実施をいたしました３地区の受益者負担

金で、これに係る収入未済ということでござ

います。これにつきましては、後ほど附属資

料で詳しく説明いたします。 

 ５段目から次の64ページにかけての使用料

及び手数料、国庫支出金、繰越金及び諸収入

につきましては、不納欠損額、収入未済額と

もにございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 65ページをお願いいたします。 

 ３段目の農地総務費ですが、これは主に職

員給与費でございます。不用額は、人件費の

執行残でございます。 
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 次に、下段の土地改良費ですが、65ページ

から66ページにかけまして備考欄に事業の概

要を記載しておりますように、国営土地改良

事業直轄負担金ほか、各種の土地改良事業に

要した経費でございます。不用額の5,030万

円余は、国庫内示減等によるものでございま

す。 

 繰越額の270万円余につきましては、後ほ

ど附属資料で御説明いたします。 

 66ページ下段の農地防災事業費は、玉名市

の横島地区で実施しております国営の直轄海

岸保全事業の県負担金でございます。 

 次に、繰り越しについて御説明いたしま

す。 

 附属資料の10ページをお願いいたします。 

 農業農村整備推進交付金事業費で繰り越し

を行っております。繰り越しは合計２カ所

で、総額277万9,000円でございます。 

 交付対象となる団体営農業農村整備事業の

繰り越しに伴い、やむを得ず繰り越したもの

でございます。２カ所とも、既に完成してお

ります。 

 附属資料の47ページをお願いいたします。 

 国営土地改良事業費負担金に係る平成26年

度の収入未済について御説明いたします。 

 まず、国営土地改良事業費負担金の流れに

ついて御説明いたします。資料の左下にあり

ます参考１のフローチャートをごらんくださ

い。 

 国営土地改良事業の受益者負担について

は、県が一括して国に納付します。県の債務

者は土地改良区で、土地改良区は、受益農家

から負担金を徴収し、県に納付する仕組みと

なっています。 

 同じページの一番上、平成26年度歳入決算

の状況についてをごらんください。 

 平成26年度の国営土地改良事業費負担金の

収入未済額は6,400万円余で、該当する地区

は横島、矢部、羊角湾の３地区となっていま

す。 

 次に、その下、収入未済額の過去３年間の

推移をごらんください。 

 未収金については、平成22年度末には１億

円を超えておりましたが、土地改良区への指

導を強めることで、徐々に削減してきまし

た。 

 次の48ページをお願いいたします。 

 平成26年度の未収金対策です。 

 未収金解消計画の策定やヒアリングなどに

より土地改良区への指導を行ったほか、土地

改良区が行う農家への臨戸徴収に同行すると

ともに、農地の利用促進なども実施したとこ

ろです。 

 この結果、それぞれの地区において納付は

継続されています。今後とも、未収金が解消

されるよう、全力で取り組んでまいります。 

 農村計画課は以上でございます。 

 

○西森農地整備課長 農地整備課でございま

す。よろしくお願いします。 

 まず、当課において定期監査における指摘

事項はございません。 

 説明資料の67ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明申し上げます。 

 一覧表の中央部、不納欠損額、収入未済額

ですが、農地整備課はともにありません。 

 表の左上、分担金及び負担金でございます

が、68ページまで記載しております。 

 一覧表の左から４番目、予算現額と収入済

み額との比較を見ていただきますと、増減が

示してありますが、これは主に予算計上後に

分担金、負担金の間で額の変更が生じたため

でございます。 

 次に、68ページをお願いいたします。 

 一番下の国庫支出金でございますが、70ペ

ージまで記載しております。これは土地改良

事業などの農地費及び災害復旧費に対する国

庫補助金でございます。 

 68ページの最下段、右から４番目の予算と

収入済み額との比較を見ていただきますと、
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22億2,400万円余の差が生じております。こ

れは、いずれも主に国庫内示減及び繰り越し

による減でございます。 

 次に、71ページをお願いいたします。 

 上から２段目、諸収入ですが、予算と収入

の比較で１億8,900万円余の差が生じており

ます。これは、一番下段にあります開発指定

事業高率補助精算金――通称後進地かさ上げ

ですが、の交付金割り当て額の増によるもの

でございます。 

 次に、歳出について御説明申し上げます。 

 72ページをお願いいたします。 

 ２段目の農林水産業費、農地費でございま

すが、74ページまで記載しております。 

 翌年度繰越額が23億7,300万円余、不用額

が13億6,700万円余となっております。翌年

度繰越額につきましては、後ほど別冊の附属

資料で説明させていただきます。 

 次に、不用額につきまして御説明いたしま

す。 

 一番下、土地改良費でございますが、県営

かんがい排水事業を初め、各種土地改良事業

に要した経費でございます。不用額は11億

9,200万円余となっており、その概要は備考

欄に記載しておりますが、主な理由としまし

て、国からの内示額が予算額を下回ったこと

や、事業量の減尐及び入札残に伴う執行残で

ございます。 

 次に、73ページ、農地防災事業費ですが、

海岸保全事業を初め、各種防災事業に要した

経費でございます。不用額は１億6,200万円

余となっておりますが、主な理由としまして

は、国からの内示減が予算額を下回ったこと

や、事業量の減尐及び入札残に伴う執行残で

ございます。 

 次に、74ページをお願いいたします。 

 災害復旧費でございますが、被災した農

地、農業施設の復旧に要した経費でございま

す。不用額の6,300万円余につきましては、

国の内示額が予算額を下回ったことや事業量

の減尐に伴う執行残でございます。 

 では次に、繰り越しについて御説明申し上

げます。  

 別冊の附属資料の11ページをお願いいたし

ます。 

 各地区の繰り越しの理由につきまして、11

ページから20ページまで記載しております。 

 では、20ページをおあけくださいませ。 

 最下段なんですが、一番下に、箇所数及び

繰越額の合計を記載しておりますが、114カ

所、繰越額は24億4,500万円余でございま

す。 

 繰り越しの主な理由としましては、地元調

整に不測の日数を要したものや用地交渉等に

不測の日数を要したもの、また、国の経済対

策に伴い２月補正で成立した予算について、

繰り越したものでございます。 

 繰り越した地区につきましては、事業効果

が早期に発現しますよう、工事の完了を目指

しているところでございます。 

 次に、未登記について御説明いたします。 

 一番最後のページ、50ページをお願いいた

します。 

 取得用地の未登記一覧表を掲載しておりま

すが、工事施工に伴い取得した用地につきま

して、相続登記の関係などで未登記となって

いるものでございます。 

 中ほどのＧ欄、登記残数を見ていただきま

すと、88筆で、前年度と同数となっておりま

すが、一番右の処理率の計の欄を見ていただ

きますと、繰り越し分を含め、82.9％を処理

しており、年々尐しずつですが、改善してい

ると思っております。 

 今後とも、関係者の動向や現地の状況を把

握しながら、原因となっております事業に細

かく対応を行い、未登記解消に努力してまい

ります。 

 農地整備課は以上でございます。御審議よ

ろしくお願いします。 
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○原技術管理課長 技術管理課でございま

す。 

 定期監査の結果、指摘事項はございませ

ん。 

 一般会計の歳入については該当ありませ

ん。 

 次に、歳出につきまして御説明いたしま

す。 

 説明資料75ページをお願いいたします。 

 １段目の一般管理費でございますが、不用

額はございません。 

 ４段目の農地総務費は職員給与費でござい

まして、不用額の121万円余は人件費の執行

残でございます。 

 次の段の土地改良費でございますが、電子

入札・工事進行管理システム開発事業、農地

情報図(ＧＩＳ)負担金の経費でございます。

不用額の539万円余は、入札に伴う執行残で

ございます。 

 次に、下段の林業総務費でございます。 

 職員給与費、電子入札・工事進行管理シス

テム開発事業の経費でございます。不用額の

107万円は、人件費の執行残でございます。 

 繰り越し事業はございません。 

 技術管理課は以上でございます。 

 

○赤羽森林整備課長 森林整備課の赤羽でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 まず、定期監査における指摘事項はござい

ません。 

 続きまして、説明資料の76ページをお願い

いたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 森林整備課の歳入につきましては、不納欠

損額及び収入未済額はございません。 

 主に予算現額と収入済み額との差額が大き

い部分について御説明いたします。 

 76ページ、上から４段目の国庫支出金でご

ざいますが、予算現額と収入済み額との比較

の欄がマイナス11億3,000万円余となってお

ります。これは主に、最下段の造林事業費補

助や、次ページの一番上ですけれども、森林

整備加速化・林業再生交付金で、間伐や森林

作業道の整備等の事業を繰り越したことによ

るものでございます。 

 次に、78ページをお願いいたします。 

 中段の県有林売り払い収入でございます

が、4,580万円余の増となっております。こ

れは県有林の木材販売収入が増加したことに

よるものでございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 資料の80ページをお願いいたします。 

 林業費で、翌年度繰越額14億9,840万円

余、不用額２億4,110万円余が生じておりま

す。繰り越しについては、後ほど御説明させ

ていただきます。 

 下段の林業総務費3,990万円余の不用額に

つきましては、天候不良等による補助事業の

要望減尐に伴う執行残や経費節減等によるも

のでございます。 

 81ページをお願いいたします。 

 林業振興指導費１億6,700万円余の不用額

につきましては、主に備考欄４の間伐等森林

整備促進対策事業におきまして、天候不良等

による補助事業の要望減尐等で、搬出間伐等

の施業が計画的に実施できなかったことによ

るものでございます。 

 一番下の造林費1,750万円余の不用額につ

きましては、主に備考欄１の造林事業費にお

きまして、補助事業における要望減尐等によ

る事業量の減尐などによるものでございま

す。 

 82ページをお願いいたします。 

 県有林費1,510万円余の不用額につきまし

ては、主に備考欄４の県有林造成事業の入札

残によるものでございます。 

 続きまして、別冊附属資料の21ページをお

願いいたします。 

 21ページから22ページにかけまして、針広
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混交林化促進事業を初め、森林環境保全整備

事業ほか計９事業、15億2,078万円余につい

て繰り越しを行っております。 

 主な繰り越し理由といたしまして、国の経

済対策に伴う２月補正の予算成立であったこ

と及び事業実施箇所の決定や工法等の検討に

日数を要したため、繰り越しをいたしまし

た。 

 繰り越した事業のうち、３事業は既に完了

しており、その他についても年度内に完了の

予定でございます。 

 森林整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○宮田林業振興課長 林業振興課の宮田でご

ざいます。 

 まず、定期監査における指摘事項はござい

ません。 

 説明資料の83ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入につきましては、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 主な項目について説明させていただきま

す。  

 まず、国庫支出金ですが、予算現額と収入

済み額との差額19億8,180万円余につきまし

ては、27年度への繰り越しや事業費を減額し

たことなどによるものでございます。 

 その主な内訳ですが、上から３段目、農山

漁村地域整備交付金では１億9,670万円余の

繰り越し、上から５段目、森林整備加速化・

林業再生交付金で13億7,170万円余の繰り越

し、下から２段目、道整備交付金で３億990

万円余の事業費の減及び繰り越しによるもの

でございます。 

 次の84ページをお願いいたします。 

 上から３段目、災害復旧費国庫補助金です

が、1,580万円余の予算現額と収入済み額と

の差額となっております。これは単年並びに

現年林道災害復旧費におきます繰り越し及び

災害査定等によります事業量の減によるもの

でございます。 

 続きまして、86ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出についてでございます。 

 ２段目の農林水産業費の林業費で、24億

9,160万円余の繰り越しと２億5,820万円余の

不用額となっております。そのうち、林業振

興指導費では11億5,800万円余の繰り越しと

なっております。これにつきましては、後ほ

ど御説明させていただきます。 

 また、不用額が１億3,560万円余となって

おります。これは、備考欄の４に記載してお

ります木質バイオマス等エネルギー対策事業

で、事業量が減尐したことに伴う執行残によ

るものなどでございます。 

 続きまして、87ページをお願いいたしま

す。 

 林道費でございますが、13億3,350万円余

の繰り越しとなっておりますが、これにつき

ましても後ほど説明させていただきます。 

 また、１億2,170万円余の不用額となって

おりますが、これは備考欄の５に記載してお

ります林業専用道整備事業費の事業量の減尐

などによるものでございます。 

 続きまして、最下段の災害復旧費の林道災

害復旧費につきましては、1,190万円余の繰

り越しと390万円余の不用額がございます。 

 不用額につきましては、備考欄に記載して

おります林道災害復旧におきます災害査定に

伴う工事費の減尐などによる執行残でござい

ます。 

 次に、別冊の附属資料の23ページをお願い

いたします。 

 明許繰越についてですが、23ページから27

ページにかけまして、緑の産業再生プロジェ

クト促進事業や県営林道事業など、15事業を

掲載しております。 

 27ページをお願いいたします。 

 一番下の段ですが、80カ所、25億350万円

余につきまして、26年度から27年度に繰り越
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しを行っております。 

 主な繰り越し理由としましては、国の経済

対策に伴う２月補正の予算成立であったこ

と、用地等の交渉に時間を要したこと、ま

た、工法の検討に不測の日数を要したことな

どによるものでございます。 

 繰り越ししました事業のうち、５カ所につ

きましては既に完了しております。その他に

つきましても、年度内には完了の予定でござ

います。 

 林業振興課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いします。 

 

○三原森林保全課長 森林保全課の三原でご

ざいます。 

 当課におきます定期監査での指摘事項はご

ざいません。 

 戻っていただきまして、説明資料88ページ

をお願いいたします。 

 まず、歳入でございます。 

 不納欠損額、収入未済額はございません。 

 続きまして、２段目、国庫支出金につきま

して、予算現額と収入済み額との比較で11億

9,700万円余のマイナスとなっております。

これは、農山漁村地域整備交付金から次ペー

ジ上段の現年治山災害復旧費補助まで、繰り

越しなどによるものでございます。 

 続きまして、90ページをお願いいたしま

す。 

 最下段の開発指定事業高率補助精算金は１

億500万円余の増となっておりますが、これ

につきましては、平成24年度、平成25年度に

実施しました治山事業費の補助率引き上げに

伴う差額金の国庫配分増によるものでござい

ます。 

 91ページをお願いします。 

 歳出でございます。 

 ２段目、林業費で、20億7,600万円余の翌

年度繰越額をお示ししております。繰り越し

につきましては、後ほど説明させていただき

ます。 

 続きまして、次の行の不用額で１億1,900

万円余が生じております。 

 不用額について説明いたします。92ページ

をお願いいたします。 

 １段目の治山費１億500万円余、２段目の

治山施設災害復旧費680万円余につきまして

は、入札残や事業量の減尐のほか、経費節減

に伴うものでございます。 

 続きまして、附属資料28ページをお願いい

たします。 

 繰越事業でございます。 

 明許繰越といたしまして、28ページから37

ページまで、治山事業や治山激甚災害対策特

別緊急など、10事業を掲載しております。 

 37ページをお願いします。 

 最下段の合計欄で、89カ所、21億8,100万

円余の繰越額となっております。 

 主な繰り越し理由といたしましては、計画

や工法の検討に不測の日数を要したこと、用

地等の交渉に不測の日数を要したこと、経済

対策の補正予算等によるものです。繰り越し

箇所につきましては、年度内に完成する予定

でございます。 

 森林保全課は以上です。よろしくお願いい

たします。 

 

○木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 水産振興課の決算について御説明いたしま

す。 

 なお、定期監査の指摘事項はございませ

ん。 

 資料の93ページをごらんください。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 ３段目、手数料、農林水産手数料で、予算

現額と収入済み額との比較の欄ですが、145

万円余の収入額の減が生じております。これ

は漁船登録と漁業免許許可の申請件数が当初

の想定よりも減となったことが主な理由でご
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ざいます。 

 次に、中段以下の国庫補助金、水産業費国

庫補助金のうち地域住民生活等緊急支援のた

めの交付金につきまして、902万円余の減が

生じております。これは、国の経済対策に伴

い２月補正予算で成立いたしましたくまもと

の魚アジア市場ターゲット事業を、平成27年

度に繰り越しして実施することによる減とな

っております。 

 最下段の水産業振興等施設整備交付金につ

きまして、3,595万円余の減が生じておりま

す。これは二枚貝種苗生産施設整備事業等の

事業量の減に伴う交付金の減となっておりま

す。 

 94ページをごらんください。 

 最上段の国の定額補助事業の有明海漁業振

興技術開発事業費補助につきまして、566万

円余の減が生じております。これは、有明海

再生に向けたクルマエビ、ガザミの放流事業

の放流効果分析費用等の減に伴う補助金の減

となっております。 

 95ページをお願いいたします。 

 最上段の不用品売り払い収入で、1,034万

円余の増となっております。これは漁業取締

船「ありあけ」の売却によるものでございま

す。 

 次に、最下段の雑入につきまして、81万円

余の収入がございますが、これは大矢野種苗

生産施設にある太陽光発電設備の余剰電力売

電によるものでございます。 

 なお、歳入につきまして、水産振興課は、

不納欠損及び収入未済額はございません。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 96ページをお願いいたします。 

 中段の水産業総務費につきまして、不用額

は7,212万円余となっておりますが、主な理

由といたしましては、旧全国豊かな海づくり

大会推進課の職員８名分に関する人件費

7,100万円余を、一度水産振興課予算として

計上して、その職員の配置転換により不用額

となったものでございます。 

 下段の水産業振興費につきまして、902万

6,000円の繰り越しとなっておりますが、こ

れは別冊のほうで御説明いたします。 

 不用額が１億3,702万円余となっておりま

すが、主な理由といたしましては、二枚貝種

苗生産施設における入札残や有明海再生に関

する国庫事業の委託契約の残及び経費節減に

伴う執行残となっております。 

 次に、97ページをごらんください。 

 下段の漁業取締費について、1,964万円余

の不用額が発生しておりますが、主な理由と

いたしましては、経費節減に伴う執行残とな

っております。 

 続きまして、別冊の附属資料、繰り越し事

業調べでございますが、38ページをお願いい

たします。 

 国の経済対策に伴う２月補正予算で事業化

いたしましたくまもとの魚アジア市場ターゲ

ット事業を、27年度に繰り越したものでござ

います。 

 水産振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○長井漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 初めに、今年度の定期監査の指摘事項につ

いて御説明いたします。 

 ＥＴＣカードの紛失についてでございま

す。 

 カード使用後の紛失に伴い、再発行手数料

の負担が生じております。カード使用に当た

っては、用務終了後速やかに返却することを

徹底するとともに、紛失の再発防止策を講じ

ることとの御指摘をいただいております。 

 ＥＴＣカードの紛失につきましては、カー

ドの紛失判明後、直ちに緊急の課例会を開催

して、課内職員に公金意識の啓発を実施しま

した。また、カードの公金としての取り扱い
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の徹底を図りました。また、迅速かつ確実な

返却手続を確立させるために、ＥＴＣカード

使用簿の改善等を行い、用務終了後の速やか

なカードの返却を実施いたしております。 

 今後とも、カード返却等に係る対応、そし

て、課例会等による公金意識の啓発を継続し

て行うことによりまして、紛失の再発防止に

つなげてまいります。 

 それでは、平成26年度の一般会計の歳入に

ついて御説明いたします。 

 説明資料に戻っていただきまして、98ペー

ジをお願いいたします。 

 上から３段目、公害防止事業費事業者負担

金と最下段の漁港施設使用料について、収入

未済額がございます。これらにつきまして

は、後ほど附属資料で御説明させていただき

ます。 

 99ページをお願いします。 

 上から３段目、国庫補助金につきまして、

予算現額と収入済み額との差が９億7,320万

円余でございますが、繰り越し及び国庫内示

減によるものでございます。繰り越しにつき

ましては、後ほど説明させていただきます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 101ページをお願いします。 

 最下段、漁港建設管理費の不用額、３億

3,298万円余となっております。右側備考に

記載しております。 

 不用額を生じた理由の３、国からの内示額

が予算額を下回ったためが３億665万余と、

全体の９割以上を占めておりますが、これは

平成26年度の国の経済対策予算に係るもので

ございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料をお願いいたします。39ページか

ら43ページにかけて、繰り越しについて記載

しております。 

 43ページの最下段、合計の欄をごらんくだ

さい。 

 繰り越し箇所数29カ所、27年度への繰越額

10億9,525万円余となっております。 

 主な繰り越し理由といたしましては、地元

や関係機関等との協議、調整に日数を要した

ものでございます。いずれも年度内には全て

完了する予定でございます。 

 最後に、収入未済について御説明いたしま

す。 

 附属資料の49ページをお願いいたします。 

 まず、公害防止事業費事業者負担金の未収

金について御説明いたします。 

 水俣市の丸島漁港において、県は、昭和62

年度に公害防止事業により水銀を含んだ汚泥

の除去を行っておりますが、汚染原因者の１

人が負担すべき金額が未納となっているもの

でございます。 

 負担金9,070万2,000円のうち、強制徴収な

どによりこれまで1,003万円余を回収してお

りますが、残る8,066万円余が未納となって

おります。現在は、無限責任を有する代表者

の老齢厚生年金の受給権を差し押さえ、未収

金に充当しております。 

 今後の対応策につきましては、引き続き老

齢厚生年金を差し押さえるとともに、新たな

資産の保有がないか、資産調査を継続して実

施し、可能な限り債権回収に努力してまいり

たいと考えております。 

 次に、漁港施設使用料の未収金について御

説明いたします。 

 この未収金は、牛深漁港の浄化施設使用料

に関するものでございます。 

 県では、平成７年に、水産物の加工に伴う

漁港内及び周辺海域の水質及び環境の保全を

図る目的で、天草市牛深町後浜の牛深漁港区

域内に浄化施設を建設しておりますが、近年

の漁獲高の減尐等により、施設を利用してい

る水産加工業者等の経営状況が悪化し、使用

料の滞納に至ったものでございます。 

 平成26年度は、滞納者へ早期接触を図るな

ど、新たな未収金の発生防止に取り組んだ結
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果、未収金は、25年度末に比べ６万円減の59

万円余となっております。 

 今年度も引き続き、新規の未収金の発生防

止に努めるとともに、滞納者からの未収金の

回収に努めてまいります。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○吉永和世委員長 以上で農林水産部の説明

が終わりました。 

 ここで、20分まで休憩をいたします。 

  午前11時16分休憩 

――――――――――――― 

  午前11時23分開議 

○吉永和世委員長 それでは、委員会を再開

いたします。 

 それでは、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○前田憲秀委員 説明ありがとうございまし

た。 

 説明資料の37ページですけれども、流通企

画課さんの不用額の中で、このくまもとの６

次産業化総合対策事業の事業量の減尐という

御説明がありました。いただいた資料では、

確かに1,000万以上減額、不用だったのかな

と思うんですけれども、もう尐し詳しく説明

をいただいてよろしいでしょうか。 

 

○荒木流通企画課長 流通企画課でございま

す。 

 くまもとの６次産業化総合対策事業と申し

ますのは、私どものほうで６次産業化を進め

るのは、この１本の事業の中に全て集約して

おります。この中で――６次産業化といいま

しても、地域の加工グループの取り組みから

大きく企業的なところまで、いろんな発展段

階と規模がございます。その規模に応じて、

いろいろなハード的な支援、ソフト的な支援

をそれぞれの段階でやらせていただいており

ます。 

 ここに記載しておりますのは、そのうち国

庫事業を除く単県事業につきまして、例えば

地域の加工グループでつくったものを全国的

に販売展開をしようということで、金属探知

機を入れる事業ですとか、商品開発したもの

をテストマーケティングをするための費用で

すとか、そういうものについて合計全部で30

カ所ほどやっております。そういうものが、

尐しずつ事業量として希望、手を挙げておら

れましたものが、最終的に事業にまで至らな

かったとか、そういうことでこの金額に積み

上がったものでございます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございます。 

 いわゆる、商工業との連携というのも重要

なわけですよね。いわゆる、生産、加工、販

売プラス観光ですか、そことの同じテーブル

で話し合うとか、そういうのがまだまだ見込

みよりも尐なかったというイメージでよろし

いんですかね。 

 

○荒木流通企画課長 必ずしもそういうふう

には私どもは理解はしておりません。 

 おっしゃいますように、じゃあ観光と具体

的に結びついた例があったのかといいます

と、26年の例では必ずしもなかったかもしれ

ませんけれども、特に国の大きな６次産業ネ

ットワーク交付金、それにつきましては、地

域のさまざまな業態の事業者と連携をして事

業に取り組むことというのが採択要件にもな

っておりますので、そういう観点の中から我

々としても進めさせていただいているところ

でございます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 今ミラノで食の万博があっていますけれど

も、お聞きすると、何か140万の入場者目標

に対して、もう200万人を超える日本館の人

気があると聞きました。多いときは５時間待
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ちじゃないと入れないと。その中身の重要な

のは、やっぱり日本食に対する人気というふ

うに聞いています。 

 以前も聞いたことがあるんですけれども、

食売り上げというんですか、それがまだ日本

はなかなか尐ないと。国を挙げて、今度オリ

ンピックに向けて2,000万人観光客をという

話で、そうすると、また１兆円規模の食売り

上げになるみたいなお話も聞きました。いろ

んなビジネスチャンスがあるんじゃないかな

というふうに思っていますので、その生産

者、加工者の方々が、まだまだ情報を知り得

ない部分がたくさんあるんじゃないかと思い

ますので、その接点といいますか、情報発信

はがんがんやっていただきたいなという思い

がありますけれども、そこら辺はいかがでし

ょうか。 

 

○荒木流通企画課長 おっしゃいますよう

に、大事な観点だと思っております。 

 例えば、我々、あわせて輸出あたりにも取

り組ませていただいておりますけれども、輸

出につきましても、まずこちらに観光におい

でいただいて、こちらの食品を含めた産品の

ファンになっていただき、お帰りになった

後、それを地元でお求めいただくためにこち

らの輸出品を使っていただくとか、そういう

ふうな循環を進めてまいりたいと思っており

ますので、御指摘のとおり、そういうふうな

情報発信あるいはマッチング、精いっぱい努

めてまいりたいと思っております。 

 

○前田憲秀委員 よろしくお願いします。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

委員 ちょっと基礎的なことを教

えていただきたいんですけれども、１ページ

目で、歳入の部分で、予算現額と収入済み額

の比較というのが、一般会計で100億円です

か、特別会計と合わせて96億円のマイナスと

いうことで、これは毎年この程度の差という

のが出て、ちょっと現場で何かこんなに差が

出たら困るようなことがあるんじゃないかな

というふうに思うんですけれども、その辺ち

ょっと教えてください。 

 

○白石農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 この歳入の決算のところでございますけれ

ども、トータルで96億円の調定減というふう

になっておりますが、主に差が生じた理由と

いうのは、繰り越しによる減と、それから国

からの内示とか配分減、それから事業量減に

よるものということでございまして、おおむ

ね――去年の数字はちょっと手持ちにないん

ですが、おおむね支障があるということは聞

いておりません。 

 

○ 委員 ないんですね。 

 

○白石農林水産政策課長 はい。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○山本秀久委員 農産課、計画変更したと言

っていたけど、これはどういうふうに計画変

更をしたわけか。農作物対策費。 

 

○酒瀬川農産課長 農産課でございます。 

 農作物対策費の計画変更と思いますけれど

も、関連する事業が14事業ございます。その

中で、大きなものが県産米粉パン、地産地消

促進事業とか、イグサ畳表生産体制強化緊急

対策事業、この辺が――ちょっと学校給食あ

たりに米粉パンを入れているんですけれど

も、最近米飯給食あたりもふえてきまして、

なかなか目標どおりの、予算どおりの推進が

できてないというところもございます。 

 それから、イグサ関係の機械につきまして
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は、イグサハーべスターあたりが、今のとこ

ろもうメーカーがつくってないので、今スト

ックが数台しかありませんので、導入を抑制

してきたところでございます。29年度から新

たに製造が始まりますけれども、そういうこ

とで事業予算に対して実績が尐なかったとい

うことでございます。 

 

○山本秀久委員 今計画変更した場合は、そ

れはスムーズにいくわけ、今後は。今後はう

まくいくわけ。計画変更した場合、うまくい

くような予定が立っているわけ。 

 

○酒瀬川農産課長 計画変更というのが、そ

の実績とかに応じて目標の予算をちょっと変

更しているということでございます。 

 

○山本秀久委員 だから、うまくいくかどう

かと、そういうふうな計画性は生まれてきて

いるわけ。計画変更したということなら、実

際にその実績が生まれるのかということ。 

 

○酒瀬川農産課長 計画変更、その実態に応

じて変更いたしまして、うまくいくように進

めていっているところでございます。 

 

○吉永和世委員長 問題はないということで

すね。 

 

○酒瀬川農産課長 はい、ありません。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○浦田祐三子委員 30ページ、担い手・企業

参入支援課。 

 青年就農給付金事業補助金ということで、

今回見込みを下回ったというお話だったんで

すけれども、どれくらい見込んでいらっしゃ

ったのか、お伺いしたいと思います。 

 

○吉野担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。 

 青年就農給付金事業につきましては、まず

実際に配ったほうの実績ですけれども、26年

度の通常分で790名でございます。当初とい

いますか、現計予算の中では835名という見

込みでございました。ですから、45人分ぐら

い減っているという状況でございます。 

 それから、26年度につきましては、まあ特

殊事情といいますか、26年度の補正予算のほ

うで、27年に本来払うべきお金を、経済対策

のために前倒しで払えというような形で補正

予算がついてございまして、その分につきま

しては――おおむね繰り越してございますけ

れども、予算で上げましたのが737人分でご

ざいます。実績としては685人分ということ

でございますので、こちらも50数名マイナス

というような状況でございます。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 水産振興課、クマモト・オ

イスターの件なんですけれども、これはきち

っと熊本県でブランド化してさらにやってい

かなきゃいけないんですけれども、現実的に

は、なかなか生産量が上がってきてないとい

う問題点があると思うんですよね。 

 だから、その部分に関して、今後ですよ

ね。また今後予算つけていくわけなんですけ

れども、先の見通しというか、何か明るい展

望があるのかどうか。 

 

○木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 クマモト・オイスターにつきましては、こ

れまでのへい死原因が夏場の高水温期の生殖

腺の発達によるものというふうに考えており

ましたので、夏場前に出荷する短期養殖のス

タイルを検討してまいりました。 
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 26年度、一部実施いたしましたところ、へ

い死生残率は８割程度と高かったんですが、

やはり尐し出荷のサイズが小そうございまし

た。それで、27年度は、26年度より１カ月早

めて採卵から稚貝の配付を行うこととして計

画を進めてまいりました。 

 ちなみに、本日から、この短期養殖の稚貝

の配付を開始することとしております。これ

で、昨年度より１カ月生産を早めることがで

きましたので、来年の４月からの出荷に向け

て、販売数量の確保ができるのではないかと

いうふうに考えておるところです。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 これは、どうしてでも、クマモト・オイス

ター自体、やっぱりきちっとしたブランド化

して、熊本を売り出すためには一つのツール

になると思うので、ぜひうまくやっていただ

きたい。もう何年も見ていると、とにかく途

中でへい死していて、出荷量が極めて尐ない

数しかなくて、結局幻のクマモト・オイスタ

ーみたいな形になって、どこへ行ったら食べ

れるんだという話になっているので、きちっ

とした数をやっぱり確保して、そして、例え

ば熊本に来なければ食べれないような状況を

つくられても構いませんので、それなりの一

定量がやっぱりできるように、これからも努

力していっていただきたいというふうに思い

ます。よろしくお願いします。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○山本伸裕委員 何点かあるんですけれど

も、１つは、39ページの人権問題啓発推進事

業委託金というのは、これは具体的に中身は

どういうものですか。 

 

○村山むらづくり課長 本事業は、農業者の

関係の、まあ人権啓発に係るいろいろな広報

とかチラシとか、そういったものをつくった

りするというか、そういった事業でございま

す。 

 

○山本伸裕委員 もうチラシとかがあるわけ

ですね。そうしたら、その具体的なチラシを

ちょっと現物を見せていただけますか。それ

はもう別の機会で結構です。 

 

○村山むらづくり課長 はい、後ほどまた御

報告させていただきたいと思います。 

 

○山本伸裕委員 それから、ＴＰＰを前提と

した構造改革推進の事業が、かなり重点がふ

えているというふうに思うんですが、農地利

用集積推進の中間管理機構ですか、それで、

かなり集積を進めていくという取り組みが政

府の旗振りで進められていると思うんです

が、実際に集積目標というのは何か決まって

いるんですか。それと、実績といいますか、

どんな状況なんでしょうか。 

 

○川口農地・農業振興課長 中間管理機構の

実績の前に、熊本県、2,100ヘクタールを毎

年集積していくという目標を立てています。

毎年、2,100ヘクタールです。 

 政府のその成長戦略の中でこの中間管理機

構事業というのはできたわけなんですけれど

も、国全体としまして、８割を担い手に集積

するということの目標を立ててございます。

本県でも、目標としましては、平成35年度に

８割の農地を担い手に集積していくという目

標を立てております。 

 昨年度の実績についてのお尋ねですけれど

も、昨年度の実績につきましては、トータル

としては2,509ヘクタールいってるんですけ

れども、このうち中間管理機構を使ったもの

といいますのは208ヘクタールという状況で

ございます。 

 

○山本伸裕委員 この機構に農地の提供、貸
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し付けの協力をした場合に、その協力金とい

うのが出ると思うんですが、ただ、受け手に

農地が貸し付けられないと交付されないとい

うような制度になっていると思うんですけれ

ども、そこら辺での矛盾というのは出てきて

ないんでしょうか。 

 

○川口農地・農業振興課長 基本的に、借り

た農地につきましては、全部担い手への貸し

付けは終わっています。今委員がおっしゃっ

た矛盾ということは、熊本県のほうでは発生

はしておりません。 

 

○山本伸裕委員 あと、米の輸入受け入れ拡

大で、米価の暴落が心配されるんですけれど

も、そういう中で、飼料用米への利用拡大を

推進しようというのが、まあこれも上からの

旗振りであると思うんですが、熊本の場合の

そういった飼料用米への利用拡大の推進の取

り組みがどうなっているのか。 

 あと、いろいろ保管施設だとか流通だと

か、畜産、酪農の受け入れ体制とか、そうい

うのが追いつかないんじゃないかという心配

も出ているんですけれども、その辺の事情、

状況はどうでしょうか。 

 

○酒瀬川農産課長 農産課でございます。 

 飼料用米とか、それからＷＣＳというホー

ルクロップサイレージ、いわゆる粗飼料関係

ですね、畜産関係の。米をホールクロップし

てサイレージ化する、そういうものがうちの

県の場合はかなり拡大してきておりまして、

本年度につきましては、飼料用米が約1,300

ヘクタール、それからＷＣＳについては約

7,000ヘクタールということでございまし

て、この飼料関係の稲、飼料用米につきまし

ては、トータルで8,300ヘクタールというこ

とで、かなりふえてきております。 

 現在、飼料用米の米粒のほうの出し先につ

いては、これは主なものは経済連を通じて販

売をしておりまして、グリーンコープという

生協がございまして、その要望に対して、ま

だ十分対応できてない状況でございます。ま

だ余力がございます。また、菊池地域におき

ましては、地元でえこめ牛とか、そういう取

り組みもされております。 

 また、ＷＣＳ関係につきましては、畜産農

家の方と耕種農家の方が協定を結びまして、

それから、お互いの連携の中で使っていただ

いているというところでございます。 

 

○山本伸裕委員 かなりやっぱりその飼料用

米というようなことでの利用拡大がこれから

また出てくると思いますので、そういう点で

もあんまり、アメリカあたりからのトウモロ

コシの輸入とかも抑えるような要望なんかも

出すべきじゃないかと思うんですけれども。 

 あともう１つ、畜産クラスター、これがち

ょっとさっきの説明でよくわからなかったん

ですけれども、あんまり実際は進んでないの

かなという印象だったんですけれども、今現

状と見通しというのはどうなんでしょうか。 

 

○中村畜産課長 畜産課でございます。 

 先ほど説明しましたとおり、畜産クラスタ

ー事業は、26年度経済対策から実施が始まっ

ております。 

 予算が、経済対策、非常に遅うございまし

たけれども、熊本県はいち早く取り組みを始

めまして、隣県等は、経済対策、なかなか取

り組みが始まりませんでしたけれども、早く

から情報を仕入れまして、農業団体、市町村

等との協議を行いまして、地域の段階で各行

政、農業団体、民間も含めたところのクラス

ター協議会というのを設立して、地域全体の

畜産関係者の所得が向上するような取り組み

をしなきゃならないということですので、そ

ういったことの取り組みに関して、いろいろ

早くから始めておったということで、順調に

熊本県では進んでおるところでございます。 
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 ただ、今非常に要望が多いということもご

ざいまして、国のほうでは、さらに28年度の

予算は、約倍増して取り組みの加速化を図る

ということにしておりますので、本県におい

ても、さらに事業の拡大について、市町村と

農業団体と今取り組みを進めているところで

ございます。 

 

○山本伸裕委員 やっぱり農家からの要望と

いうのは、実際大きいんですか。 

 

○中村畜産課長 要望は多うございます。 

 今、畜産クラスターの中で、事業として各

地域の協議会の中で関係者が集まる中で、畜

産農家全体に利益が配分できるような仕組み

をつくっていかなきゃいかぬということで、

今多くなっているのは、共同の施設を農協が

つくって、例えば共同の畜舎等をつくりまし

て、繁殖雌牛等を農家に供給していく、そう

すると、全ての畜産農家の利益、所得の拡大

につながりますので、そういった取り組みが

今進んでいるところでございます。 

 

○山本伸裕委員 はい、わかりました。 

 

○吉永和世委員長 ほかに。 

 

○村山むらづくり課長 済みません、先ほど

の山本委員に対する答弁を若干補足修正させ

ていただきたいんですけれども、人権啓発事

業につきましては、国からの委託事業として

実施してございまして、チラシといいます

か、啓発グッズ、クリアファイルだとか、そ

ういったものもつくってございますし、あわ

せまして研修会ということで、県庁や振興局

のほうで農業関係団体職員を対象とした研修

を実施しているということでございます。 

 済みません、以上でございます。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○緒方勇二委員 42ページのむらづくり課さ

んにお尋ねします。 

 パワーアップ事業ですけれども、これは繰

り越しなのか、不用額なのか。地域の要望も

大変多いと思うんですが、その辺の内容をち

ょっと詳しく教えてください。 

 それから、不用額で、これは繰り越しの事

業調べの中で、工事に伴う騒音や安全対策に

ついて、調整や不測の日数を要したためとあ

りますけれども、どんなパワーアップ事業か

なとちょっと想像ができぬものですから、そ

の辺ちょっと教えてください。 

 それから、ジビエがすごく今から伸びるん

だろうというふうに思いますけれども、その

辺の見通しというか、どういう展開をされて

いるのか、教えてください。 

 

○村山むらづくり課長 まず、パワーアップ

事業でございますけれども、こちらは、地域

ぐるみの集落で、例えば餌づけをしないと

か、当然電気柵等の防除、あわせて捕獲、そ

ういったことを一体的に集落ぐるみで取り組

むというようなことを進めてございまして、

そういった事業でございます。 

 実際の不用額の内訳でございますけれど

も、事業実施後の執行残で約175万円、あと

国の内示減による執行残、これが163万円、

それから経費節減等による執行残で121万円

ということで、事業としては適切に進めてい

るというふうに理解してございます。しっか

りこういう事業も取り組んでいきたいと思っ

ております。 

 また、あとジビエでございますけれども、

ジビエについては、やはり出口対策といいま

すか、そういったことで非常に重要な事業だ

と理解してございます。 

 そういった中で、くまもとジビエ研究会、

こういったものを、関係団体を含めて設立、

運営をさせていただいてございます。あわせ
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て、ジビエフェア等を開催いたしまして、市

内を中心として、県内のレストラン、ホテル

等でジビエ料理なんかを扱っていただくと、

そういった取り組みをして県民への啓発なん

かも進めているということでありますし、ま

た商談会なんかも進めているということでご

ざいますので、引き続きしっかり取り組んで

まいりたいと思ってございます。 

 以上でございます。 

 

○緒方勇二委員 繰り越し事業調べの中のこ

の工事に伴う騒音とか、安全対策についてと

か、不測の日数、この辺をちょっと詳細を教

えてください。対策事業でこういうことが生

じるのかなと思ってですね。 

 

○村上むらづくり課長 これは、実際に地域

住民との調整等において、不測の事態を生じ

たということでございます。本当に騒音とか

安全の問題が地域で起こったということでは

なくて、そういったことも含めて地元住民と

の調整、こういったことに時間を要したとい

うことでございます。 

 

○緒方勇二委員 地元住民との調整に不測の

日数を要したためということですか、騒音そ

のものじゃなくて。で、地元住民との合意形

成がなかなか進まない。どういうところでの

事業だったんですか、これは。 

 

○吉永和世委員長 わかりやすく、課長、お

願いします。 

 

○村山むらづくり課長 済みません、ちょっ

と今詳細を持ち合わせていないのですけれど

も、これは鳥獣の加工場ということで、そう

いったことで、やはり周辺の方の御理解をい

ただくというような観点で、若干時間を要し

たということでございます。 

 

○緒方勇二委員 金網とかそういうことじゃ

なくて、ジビエのさばき加工場ということで

理解していいんですか。 

 

○村山むらづくり課長 はい。 

 

○緒方勇二委員 まだ住民に、そういうのが

できたら、迷惑施設みたいなことの理解がな

かなか、そういうふうに進んでないというふ

うに理解していいんですか。 

 

○村山むらづくり課長 さようでございま

す。 

 

○緒方勇二委員 わかりました。 

 

○山本秀久委員 農産課にちょっとお尋ねし

ますけど、国庫補助のやつは、毎年どうなっ

とるんだ。減っているの、ふえているの。 

 

○酒瀬川農産課長 不用額関係でございます

けれども…… 

 

○藤川隆夫委員 国庫補助の話よ。国庫補助

は、ここから毎年下がってくるとかという話

ですよ。 

 

○山本秀久委員 ふえているのか、下がって

いるのかと。 

 

○酒瀬川農産課長 失礼しました。 

 国庫補助金につきましては、最近では、こ

としが16億5,800万の国からの交付金の交付

がございました。 

 

○山本秀久委員 ふえているのか、毎年減っ

ているのかと、例年から比べると。 

 

○酒瀬川農産課長 昨年から比べますと、大

体尐し減っております。一昨年…… 
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○山本秀久委員 減ったことに対して、何と

も――どういうふうに、手を打たないの、打

てないの。 

 

○酒瀬川農産課長 今のところ、まだその補

正の話は聞いておりませんけれども。 

 

○濱田農林水産部長 委員から今御指摘がご

ざいましたとおり、特に、強い農業づくり交

付金だと思います。これについては、今課長

からもありましたとおり、急激に減っている

状況ではございませんが、一方で、非常に全

国的に要望がすごく高まっておりまして、競

争率が激しくなっているという状況にござい

ます。 

 こうした中で、熊本県は、昔からかなりの

玉を磨いていっぱい出してきているんです

が、そこにうまく予算が配分されないという

状況で、我々は、今困っているという状況で

ございます。 

 これは、こういった状況を踏まえて、こと

しの年度当初から、県選出の国会議員に対し

てもあるいは県の政府予算要望の中でも、国

に対して、この強い農業づくり交付金は非常

に大切だからふやしてくれというように、こ

れは何度も繰り返しお願いを申し上げてきて

いますし、チームくまもとでも努力をお願い

して、一緒になって訴えてまいりました。 

 この結果、概算要求では、若干のプラスで

国は今要求をしております。これに加えて、

我々としては、今回の補正予算でも、こうい

ったものをプラスアルファしてつけていただ

きたいという動きを、また秋の陣でもやって

いきたいし、今からも申し上げていきたいと

いうふうに思っています。 

 

○山本秀久委員 今部長から答弁があったよ

うに、全国的にいろいろそういう問題は大き

いと思うんだ。だから、そういう点で、やっ

ぱり熊本の問題点は、熊本型というのを一つ

つくり出さなきゃならぬ点もあるんじゃない

かと思ったものだから、それで申し上げたわ

けだ。わかりました。 

 

○吉永和世委員長 ほかに。 

 

○山本伸裕委員 全体としての交付金は若干

減っているというようなことだったんです

が、例えば農家経営安定のための交付金、直

接支払いのような類いの交付金は相当減って

いるんじゃないか、一方で、大型化とか集積

とか、そういったものに対する支援というの

は強まっているんじゃないかという印象なん

ですけれども、それはいかがでしょうか。 

 

○村山むらづくり課長 中山間の直接支払い

や多面的機能支払いにつきましては、昨年度

も法制化されまして、しっかり公共的にやっ

ていくべき施策であると、こういうふうに位

置づけられているということでございます。

そういった観点で、熊本県下におきまして

も、農用地といいますか、農地面積の約８割

をそういった施策でカバーしていくというよ

うなことで、しっかり取り組みさせていただ

いてございます。 

 そういった意味で、公共事業の予算の減と

か、そういったこともありますけれども、多

面的機能支払いについても、しっかり予算確

保して取り組み、あわせて、何といいます

か、地域の細やかな、水路等のインフラの整

備なんかをしっかりしていきたいと、そうい

ったふうに考えてございます。 

 

○酒瀬川農産課長 農産課でございます。 

 生産者への直接支払いということでござい

まして、経営所得安定対策、いわゆる米の直

接支払いとか水田活用交付金、先ほど申し上

げました飼料用米とかＷＣＳに対する交付金

がございますけれども、一昨年度が162億円
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の交付、平成26年度、昨年度が163億5,000万

ということで、一応交付額はふえてきており

ます。 

 今後とも、そういう新規需要米も含めて推

進を図ってまいって、このような交付金の拡

大を図っていきたいと思っております。 

 

○川口農地・農業振興課長 集積関係のその

交付金がふえているんじゃないかというお話

だったと思いますけれども、28年度の予算の

概算要求額を見てみますと、27年は190億円

の予算があったんですけれども、28年度の概

算要求額は、124億円という形で減っており

ます。こちらについてだけお金をつけてとい

うことはございません。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙木健次委員 国からの交付金とか補助

金、比較すると減っているというような状況

なんですが、先般のＴＰＰの合意、大筋合意

されたということで、今までの予算編成と、

やっぱり非常にこれからの農家、農業に対す

る、畜産関係に対する予算編成というもの

は、今までの状況ではちょっと対応できない

んじゃないかなというような感じがします。 

 これは、国のほうも、その辺は十分対応策

というのを考えてくるというふうに思います

けれども、農業予算は、これまでの予算編成

とちょっと変わって、変わったというか、予

算要求も、交付税要求、補助金要求も、相当

のそれなりの要求をしていかないと、非常に

農畜産業は窮地に追い込まれるというような

感じがいたしますけれども、まあ減った、減

ったと、それでいいんじゃなくて、予算要求

をしっかりとやっていかないと、来年度から

の農業に対する非常に、何といいますか、不

安も出てくるし、そういう意味では予算編成

をこれからしっかりと考えていかなければな

らないというふうに思いますが、これは濱田

部長、ちょっとその辺について見解を。 

 

○濱田農林水産部長 ＴＰＰについての御指

摘でございます。 

 ＴＰＰについては、一昨日合意したばかり

でございまして、まだ今も新しい情報が次々

と出ているという状況の中でございます。 

 まずは、しっかりとこの情報を踏まえて、

我々について、特に熊本県についてどういっ

た影響があるのか、これをしっかり分析した

いと思いますし、農業団体、それから農家さ

んあたりの意見も聞きながら、どこが本当に

ネックなのか、伸ばしていかなんのか、そう

いったところもじっくりお聞きをしたいとい

うふうに思っています。 

 今後、国会の場で、このＴＰＰの合意内容

について適時説明もあると思いますし、十分

な審議もなされると思います。そこらに合わ

せて、熊本県は熊本県として、どういう方向

性を持ってやるのかと、しっかり見据えてい

きたいと思いますし、髙木委員からも今御指

摘がございますとおり、農林水産の予算がダ

イナミックに変わるかもしれません。こうし

たのにしっかりとついていけるように、我々

としてはやっていきたいというふうに思って

おります。 

 

○山本秀久委員 頑張ってください。 

 

○吉永和世委員長 よろしくお願いします。 

 

○髙木健次委員 今部長のほうから力強い言

葉をいただきましたけれども、やっぱり熊本

県は農業県、農業立県熊本県ですから、よそ

の県に負けないように、しっかりと情報を把

握しながらこれから取り組んでいただきたい

というふうに思っております。よろしくお願

いしておきます。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 
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○白石農林水産政策課長 先ほど 委員の

御質問で、ことしの26年度の歳入で96億円の

マイナスで、前年とか、最近どうだったかと

いう話で、ちょっとデータを今入れましたの

で、御報告だけさせていただきたいと思いま

すが、26年がマイナス96億、25年は、ちょっ

と経済対策とかあった関係で、170億のマイ

ナスの差が出ております。24年は98億という

ことで、大体ことしぐらいの額ということ

で、当然、内示減とか、それから要望した分

が減っている分については、次の年にもう一

回予算要求したりして事業を起こしていくと

いうふうになるかと思います。 

 以上でございます。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

なければ、これで農林水産部の審査を終了

します。 

 これより、午後１時まで休憩いたします。 

  午後０時１分休憩 

       ――――――――――――― 

午後１時０分開議 

○吉永和世委員長 委員会を再開します。 

 それでは、これより健康福祉部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、健康福祉部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

 初めに、豊田健康福祉部長。 

 

○豊田健康福祉部長 健康福祉部長の豊田で

ございます。吉永委員長を初め委員の皆様に

は大変お世話になります。 

 それでは、失礼ですが、着座にて決算の概

要について御説明させていただきます。 

 平成26年度決算の説明に先立ちまして、昨

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました、施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、健康福祉部関係につきまし

て、その後の措置状況を御報告いたします。 

 まず１点目は「未収金の解消については、

未収金対策連絡会議における徴収ノウハウの

共有化や各課独自の工夫等により着実な改善

が図られつつあるが、歳入の確保及び公平性

の観点から、さらに徹底した徴収に努めるこ

と｡」でございました。 

 未収金の解消につきましては、各課担当者

によります収入未済金対策プロジェクト会議

及び部局長、関係課長等で構成いたします健

康福祉部収入未済金対策会議におきまして、

部内の統一的な取り組み方針を策定し、共通

認識を持って、収入未済金発生の未然防止と

徴収対策強化に取り組んできたところでござ

います。 

 平成26年度の具体的な取り組みといたしま

しては、債権ごとに滞納の要因を分析し、滞

納者を計画的に払い込む人や生活困窮による

滞納者、払い込み拒否者等に分類いたしまし

て、できるだけきめ細かい催告等の対応を行

ってまいりました。中には、預貯金調査の実

施から滞納処分を実施したものもありまし

た。また、研修会を通じてのノウハウの共有

や徴収活動についての評価の実施による取り

組み意欲の助長など、本庁、地域振興局及び

関係出先機関が組織的、一体的に回収に取り

組んでおります。 

 この結果、平成26年度の未収金の額は、前

年度比1,400万円余の減尐となりました。 

 ２点目は「放課後児童クラブの運営につい

ては、関係する教育委員会等との連携をとり

ながら、今後、一層の拡充に努めること｡」

ということでございました。 

 放課後児童クラブにつきましては、教育委

員会と連携して、児童の放課後対策の総合的
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なあり方を検討いたします熊本県放課後子ど

もプラン推進委員会を開催し、放課後児童ク

ラブや放課後子供教室、小学校、市町村など

の代表者によります情報交換、意見交換を行

っております。 

 今後も、引き続き、関係者間で事業推進の

方向性の共通認識を深め、課題などの共有化

を図ってまいります。 

 ３点目は「子ども未来課に係る事業で、市

町村の所要額の実績が見込みより尐なかった

ためという理由で不用額が生じているものも

あるが、事業の実施の際の県の対応、例え

ば、本庁・広域本部・振興局と市町村との連

携を十分に図り、より効果的な事業の推進に

努めること｡」ということでございました。 

 事業者において保育所等の整備計画がある

場合は、本庁、広域本部、振興局と市町村間

で情報を共有し、効果的に事業が進められる

よう、子ども未来課から広域本部、振興局、

市町村に再周知を図ったところでございま

す。 

 また、平成26年度の施設整備に関する事業

の予算に不用額が生じる見込みがあったた

め、全市町村を対象に追加募集を行い、予算

の効果的活用を図りました。 

 なお、平成26年度まで県が交付決定してお

りました施設整備に係ります補助事業につき

ましては、平成27年度から、国から市町村へ

直接補助される仕組みに変わったため、県予

算には計上されないこととなりました。今後

は、市町村の計画が国に認められるよう、適

切な補助申請について、子ども未来課から市

町村に助言を行ってまいります。 

 続きまして、健康福祉部の平成26年度の決

算概要について御説明申し上げます。 

 まず、歳入についてでありますが、一般会

計、母子寡婦福祉資金特別会計を合わせまし

て、収入済み額は281億1,000万円余で、調定

額に対する収入率は99.4％となっておりま

す。 

 不納欠損額は1,243万円余で、内容は、児

童保護費負担金等でございます。 

 また、収入未済額は１億5,000万円余で、

主なものとしましては、生活保護費返還徴収

金4,597万円余、母子寡婦福祉資金貸付金の

償還金4,172万円余、児童保護費負担金3,529

万円余でございます。 

 次に、歳出でございますが、予算額1,394

億4,800万円余に対しまして、支出済み額は

1,325億9,300万円余となっております。 

 翌年度への繰越額は43億3,100万円余で、

医療施設消防用設備整備費等に関するもので

ございます。 

 また、不用額は25億2,300万円余で、主な

内容につきましては、扶助費や補助金などの

執行残でございます。 

 以上、決算の概要を御説明申し上げました

が、詳細につきましては、各課長が御説明い

たしますので、よろしく御審議のほどお願い

申し上げます。 

 

○吉永和世委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 まず、決算の説明に入ります前に、本年度

の定期監査におきまして、１件、指摘を受け

ておりますので、御説明いたします。 

 お手元の監査結果指摘事項をお願いいたし

ます。 

 指摘の内容は、そこにありますとおり「納

入告知書の発行に係る関係課との連携が不十

分であったため、国への災害援護資金償還金

の支払いが納期限後となり、延滞金(146)円

が発生している。納期限内の支払いを厳守す

るとともに、必要な再発防止策を検討し、実

施すること｡」というものでございます。 

 具体的には、当課から支払う金額と期限等

を会計課へ連絡し、それを受けまして、会計
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課から送付されます納入告知書によって支払

いを行うところでございますが、当課におき

まして、納入告知書の受領確認を怠り、ま

た、会計課におきましても、納入告知書発行

のための事務処理が行われていなかったこと

から、国への支払いが納期限後となったもの

でございます。 

 今後の再発防止策といたしましては、納入

告知書の受領確認を初め事務の管理を徹底

し、納期限内の支払いを厳守してまいりま

す。 

 なお、会計課におきましても、納入告知書

の発行事務につきまして改善が図られている

ところでございます。 

 次に、決算の状況について御説明いたしま

す。 

 お手元の決算特別委員会説明資料、２ペー

ジをお願いいたします。 

 まず、歳入についてでございますが、２ペ

ージ上段の使用料及び手数料、それから下段

の国庫支出金、それから、飛びますが、４ペ

ージ中段の財産収入、下段の繰入金、次のペ

ージ、５ページ下のほうでございますが、繰

越金、６ページの諸収入とございますが、い

ずれも不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 歳出につきまして、主なものを御説明いた

します。 

 まず、民生費の中の社会福祉総務費でござ

いますが、支出済み額として９億7,451万円

余となっております。 

 主な事業は、備考欄に記載しております

が、民生委員の活動費、地域の縁がわ彩り事

業、地域の結いづくり活き活き事業、８ペー

ジになりますが、日常生活自立支援事業、福

祉・介護人材緊急確保事業などがございま

す。７ページの不用額2,567万円余につきま

しては、民生委員費や福祉総合相談所に係る

庁舎管理の執行残などでございます。 

 次に、９ページをお願いいたします。 

 中ほどの災害救助費でございますが、支出

済み額は9,625万円余となっております。 

 主な事業は、災害救助事業といたしまして

建設した阿蘇市における応急仮設住宅の基礎

改修及び解体などでございます。不用額205

万円余につきましては、応急仮設住宅基礎改

修工事の執行残などでございます。 

 なお、繰越額2,933万円余につきまして

は、災害救助事業に係るものでございます

が、後ほど附属資料で御説明いたします。 

 次に、下段の公衆衛生総務費でございます

が、支出済み額として8,655万円余となって

おります。 

 主な事業は、厚生労働省の統計調査業務や

衛生総合情報システム運営費などで、不用額

393万円余は、公衆衛生職員研修事業や保健

統計調査に係る事務費の執行残などでござい

ます。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 上段の保健環境科学研究所費でございます

が、宇土市にございます保健環境科学研究所

の運営費で、支出済み額は２億7,170万円余

となっております。不用額469万円余につき

ましては、庁舎管理の委託に係る入札の執行

残などでございます。 

 次の保健所費は、県下10カ所の保健所の運

営費でございますが、支出済み額として16億

9,023万円余となっております。不用額1,400

万円余は、人件費及び保健所の管理運営費に

係る執行残などでございます。 

 次に、繰り越し事業について御説明いたし

ます。 

 別冊の決算特別委員会附属資料をお願いい

たします。 

 １ページでございますが、平成24年の熊本

広域大水害に際しまして、阿蘇市に建設いた

しました応急仮設住宅敷地の原状復旧と住宅

に併設いたしましたみんなの家２棟の移設に

関する経費でございますが、仮設住宅に入居
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されている被災者の方が自宅を再建されるな

どによって仮設住宅を退去される時期の確定

等に時間を要し、年度内の完了が見込めない

ために繰り越したものでございます。 

 なお、原状復旧に関しましては、既に工事

が完了しており、みんなの家につきまして

も、１棟は９月末に移設を完了し、もう一棟

につきましても、10月末に移設完了予定とな

っており、今後は、被災地区の公民館や市営

住宅の集会所として活用される予定でござい

ます。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○岡﨑健康危機管理課長 健康危機管理課の

岡﨑でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 まず、今年度の定期監査の結果でございま

すが、指摘事項はございません。 

 次に、平成26年度の決算の説明をさせてい

ただきます。 

 お手元の説明資料の11ページをお願いいた

します。 

 まず、歳入につきまして、11ページの使用

料、手数料、12ページ中ほどに記載しており

ます国庫支出金、14ページの財産収入、諸収

入とございますが、いずれも不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、歳出につきまして、主なものを御説

明いたします。 

 16ページをお願いいたします。 

 まず、３段目の公衆衛生総務費でございま

すが、支出済み額として４億5,742万円余と

なっております。 

 主な事業は、備考欄に記載しております

が、健康危機管理推進事業、肝炎対策事業な

どでございます。 

 なお、6,564万円余の不用額が生じており

ますが、これは、主に、肝炎対策事業のう

ち、肝炎治療の医療費助成の申請件数が見込

みを下回ったことによるものでございます。 

 下段の結核対策費でございます。支出済み

額は2,510万円余となっております。 

 なお、945万円余の不用額が生じておりま

すが、これは、結核患者の発生減尐に伴い、

医療費助成の申請件数が見込みを下回ったこ

とによるものでございます。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 上段の予防費でございます。支出済み額は

１億7,224万円余となっております。 

 主な事業は、感染症予防事業費、エイズ予

防対策費、新型インフルエンザ対策費などで

ございます。 

 なお、2,194万円余の不用額が生じており

ますが、これは、主に風疹抗体検査費助成に

対する申請が見込みを下回ったことによるも

のでございます。 

 また、翌年度繰越額180万円は、エボラ出

血熱対策事業にかかわるものでございます

が、これにつきましては、後ほど附属資料で

御説明いたします。 

 次に、下段の食品衛生指導費でございます

が、支出済み額が４億865万円余となってお

ります。 

 主な事業は、食品営業監視事業、ＢＳＥ食

肉検査体制整備事業などでございます。 

 なお、1,730万円余の不用額が生じており

ますが、これは、主に、ＢＳＥ検査に伴う検

査器具、消耗品の購入が見込みを下回ったこ

とによるものでございます。 

 次に、18ページをお願いいたします。 

 上段の環境整備費でございます。支出済み

額は１億2,352万円余となっております。 

 主な事業は、動物愛護管理事業や動物愛護

推進事業などでございます。 

 なお、340万円余の不用額は、動物管理セ

ンター外壁改修工事に係る入札残でございま

す。 

 歳入、歳出につきましては以上でございま

す。 
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 次に、繰り越し事業の御説明をいたしま

す。 

 別冊の附属資料、２ページをお願いいたし

ます。 

 エボラ出血熱対策でございます。これは、

県内唯一の第１種感染症指定医療機関であり

ます熊本市民病院に対して、エボラ出血熱対

策のための感染症個人防護具整備費を補助す

る事業でございます。国の経済対策補正予算

により予算化した事業でございます。 

 昨今のエボラ出血熱の脅威の高まりにより

まして、個人防護具の在庫が不足しておりま

して、年度内の整備が困難となりましたた

め、繰り越したものでございます。 

 なお、本年12月までに整備完了の予定とな

っております。 

 健康危機管理課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○本田高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 まず、今年度の定期監査結果の指摘事項で

ございますが、指摘事項はございません。 

 次に、歳入でございます。 

 お手元の説明資料の19ページをお願いいた

します。 

 19ページの使用料及び手数料、めくってい

ただきまして、20ページの国庫支出金、財産

収入、21ページの繰入金、めくっていただき

まして、22ページの繰越金、諸収入まで全て

の歳入において、不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 続きまして、24ページをお願いいたしま

す。 

 歳出でございますが、主なものについて御

説明いたします。 

 まず、民生費の老人福祉費でございます

が、不用額が1,564万1,000円となっておりま

す。その主な理由は、事業概要の下のほうに

書いております軽費老人ホーム事務費補助や

施設開設準備経費助成特別対策事業の所要額

が当初見込みを下回ったことによる執行残で

ございます。 

 また、6,776万6,000円の繰り越しが生じて

おりますが、これにつきましては、後ほど別

冊資料で御説明いたします。 

 次に、下段の老人福祉施設費でございます

が、131万円の不用額が発生しております。

これは、特別養護老人ホームやグループホー

ムなどの施設整備を行う介護基盤緊急整備等

事業の執行残でございます。これも２億

5,600万円の繰り越しが生じておりますが、

こちらにつきましても、別冊資料で御説明い

たします。 

 それでは、別冊資料のほうをお願いいたし

ます。 

 別冊資料の３ページをお願いいたします。 

 まず、最上段でございますが、指定サービ

ス事業者管理事業でございますが、介護保険

制度の制度改正に伴うシステム改修の国から

の仕様書の提示がおくれたことによりまし

て、年度内にシステム改修ができなかったこ

とによる繰り越しでございます。 

 次に、２段目から５段目まででございま

す。施設開設準備経費助成特別対策事業でご

ざいますが、このページの熊本市の施設２

件、宇城市の施設１件、菊池市の１件――次

ページをお願いいたします。４ページでござ

います。錦町の１件、計５件で、合計6,660

万円の繰り越しを行っております。これは、

いずれも施設整備が当初予定よりおくれたこ

とにより、施設開設前に行う職員の研修や広

報等の準備作業がおくれたことが原因でござ

います。 

 次に、施設整備に対する補助金ですが、２

段目の老人福祉施設整備等事業で１件2,400

万円、その下の介護基盤緊急整備等事業で２

件２億3,200万円の繰り越しを行っておりま

す。こちらは、施設整備に伴う設計の検討や

関係者との協議等に不測の日数を要したこと
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によるものでございます。 

 なお、資料の右端に進捗状況を記載してお

りますが、全ての事業、現時点で事業が完了

しております。 

 高齢者支援課からは以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課の池田でございま

す。 

 まず、今年度の定期監査の結果について、

指摘事項はございません。 

 次に、平成26年度の決算について御説明い

たします。 

 説明資料の25ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてでございます。 

 使用料及び手数料、国庫支出金、それか

ら、次の26ページ、財産収入、繰入金、諸収

入ですが、いずれも不納欠損額、収入未済額

はございません。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 歳出について、主なものを御説明いたしま

す。 

 民生費の老人福祉費でございますけれど

も、支出済み額は237億８万6,000円となって

おります。 

 主な事業といたしましては、備考欄の事業

の概要の上から２番目の事業、介護保険給付

に係る県の法定負担金を市町村に交付いたし

ます介護給付費県負担金交付事業、その下、

市町村が行います介護予防や生活支援策に対

して交付金を交付いたします地域支援事業交

付金交付事業、その３つ下で、県民が身近な

医療機関で認知症の受診、それから相談を行

うことができるよう、認知症診療体制の充実

を図ります認知症診療・相談体制強化事業、

その下、認知症サポーターの活動を拡大して

いくための研修や認知症サポーター活動に取

り組む市町村、団体に助成を行います認知症

サポーター活動活性化事業、その下の事業

で、医療、介護の連携促進のモデルづくりや

その普及を図るとともに、アドバイザーの派

遣などにより、市町村並びに地域包括支援セ

ンターの機能強化を図ってまいります地域包

括ケア推進体制強化事業、下から３番目の事

業ですが、県内全域において訪問看護サービ

スが利用できますように、条件が不利な地域

で訪問看護サービスを立ち上げます事業者に

対し助成を行う訪問看護ステーション等立ち

上げ支援事業、最後に、大学等と連携いたし

まして、訪問看護師を養成いたします訪問看

護推進人材育成事業などが主な事業でござい

ます。 

 この老人福祉費で6,752万円余の不用額が

生じております。先ほど説明いたしました備

考欄の事業概要の上から３番目、地域支援事

業交付金交付事業におきまして、市町村の事

業実績が見込み額を下回ったことによります

1,782万円余、上から８番目の地域包括ケア

推進体制強化事業におきまして、在宅医療介

護連携推進モデル事業で、医療、介護連携を

推進いたします人材の確保に時間を要したこ

と並びに経費節減により事業実績が当初の見

込みを下回ったことなどによる688万円余、

さらに、２つ下の訪問看護ステーション等立

ち上げ支援事業におきまして、訪問看護ステ

ーション等の立ち上げが年度後半に集中し、

運営費補助の助成額が見込み額を下回ったこ

となどによります600万円余が主なものでご

ざいます。 

 次に、翌年度繰越額954万円余について御

説明いたします。 

 別冊附属資料の５ページをお願いいたしま

す。 

 中山間地域等創生による地域包括ケア推進

事業でございますが、こちらは、国の経済対

策によりまして、平成26年度２月補正予算で

事業化され、年度内遂行が困難でありました

ことから、繰り越したものでございます。 

 現在の進捗状況欄に本年９月１日現在の状
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況を記載しておりますが、現在、水俣市、山

都町の２市町で事業に着手しております。 

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。 

 よろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○吉田社会福祉課長 社会福祉課の吉田でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 まず、今年度の定期監査の結果でございま

すが、指摘事項はございません。 

 次に、決算の状況について説明いたしま

す。 

 説明資料の29ページをお願いいたします。 

 まず、歳入について御説明します。 

 29ページの使用料及び手数料、国庫支出金

から、めくっていただいて、32ページの財産

収入、繰入金までにつきましては、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 33ページ、２段目の諸収入、生活保護世帯

進学応援資金貸付金回収金につきましては、

45万8,000円の収入未済額がございます。 

 また、５段目の生活保護費返還徴収金につ

きましては、123万円余の不納欠損額と4,597

万円余の収入未済額が、また、雑入として、

生活保護世帯進学応援資金貸付償還金に係る

遅延利息4,000円の収入未済額がございま

す。 

 34ページをお願いします。 

 過年度収入、年度後返納に45万3,000円の

収入未済額がありますが、これらにつきまし

ては、後ほど附属資料にて説明いたします。 

 次に、歳出のほうを説明いたします。 

 35ページをお願いいたします。 

 主なものを説明します。 

 民生費のうち、社会福祉費でございます

が、社会福祉総務費及び遺家族等援護費のそ

れぞれに不用額がございますが、これらは各

事業の執行残でございます。 

 36ページをお願いいたします。 

 生活保護費でございますが、生活保護総務

費の不用額１億2,856万円余につきまして

は、緊急雇用創出基金市町村補助事業におき

まして、市町村の実績額が見込み額を下回っ

たことなどによるものでございます。 

 また、２億8,609万円の翌年度繰越額がご

ざいますが、これにつきましても、後ほど附

属資料にて説明いたします。 

 37ページをお願いいたします。 

 中段の扶助費は、生活保護費でございま

す。不用額３億8,234万円余は、生活保護費

所要額が見込み額を下回ったことによるもの

でございます。 

 歳入、歳出決算の状況は以上でございま

す。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 別冊附属資料の６ページをお願いいたしま

す。 

 八代市にあります救護施設、千草寮の施設

整備事業でございます。国の経済対策により

２月補正で予算化した事業でありまして、施

工期間が確保できず、年度内の事業完了が困

難となったため、繰り越しております。 

 なお、本整備につきましては、平成28年２

月末には竣工の予定となっております。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 

 収入未済の状況とその対策について、これ

から御説明いたします。 

 まず、１、平成26年度歳入決算の状況でご

ざいますが、上段の諸収入、生活保護世帯進

学応援資金貸付金回収金におきまして45万

8,000円、３段目の雑入、生活保護世帯進学

応援資金貸付償還金に係る遅延利息におきま

して、4,000円の収入未済額が生じておりま

す。これは、生活保護世帯からの進学の

「夢」応援資金貸付金に係る償還金におきま

して、卒業後、継続した就労につながらない

ためといった理由により滞っているものでご

ざいます。 
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 また、２段目の生活保護費返還徴収金にお

いて4,597万4,000円、下段の諸収入、生活保

護費返還徴収金の年度後返納におきまして、

45万3,000円の収入未済額が生じておりま

す。 

 生活保護費返還徴収金とは、直ちに生活の

ために活用できない資力がある場合に支給し

た保護費を返還させる場合や不正な手段によ

り保護費を受給した場合に徴収するものでご

ざいます。 

 また、下段の年度後返納とは、保護費の過

払い金が発生した場合にこれを返納させるも

のでございます。 

 いずれも債務者が生活保護受給中や生活困

窮の状況にありまして、所得が低いことか

ら、収入未済となっているものでございま

す。 

 27ページをお願いします。 

 収入未済額の過去３カ年の推移のうち、下

段から４番目の生活保護費返還徴収金につき

ましては、近年の被保護世帯数の増加や課税

調査の徹底、過年度未収金の増加などに伴

い、生活保護費返還徴収金の調定額自体が押

し上げられている傾向にございまして、徴収

努力を行っておりますけれども、年々増加傾

向を示しております。 

 28ページをお願いいたします。 

 ３、平成26年度収入未済額の状況でござい

ます。 

 １段目の生活保護世帯進学応援資金貸付金

回収金につきましては、債務者は７人で、学

校卒業後就職したものの、退職し、生活困窮

により未納となっているものでございます。 

 次に、その下段の生活保護費返還徴収金、

年度後返納につきまして御説明いたしま

す。゛ 

 債務者は、合わせて120名となっておりま

す。そのうち、定期的に分割納付が行われて

いるケースが80名で、全体の３分の２におい

て計画的な納付が行われております。一方、

生活困窮や納付に非協力的、その他、破産手

続中や法定相続人からの相続放棄申し出とい

った理由によりまして、全体の３分の１にお

いて償還が滞っている状況にございます。 

 次に、28ページ下段の４、平成26年度の未

収金対策でございます。 

 債権管理の強化としまして、丸の２番目に

記載しておりますように、年２回催告期間を

設定し、未収金回収に向けた家庭訪問等を実

施しております。 

 また、福祉事務所に対する指導の徹底とい

たしまして、丸の３番目に記載しております

けれども、未収金会議の開催であるとか、４

番目に記載しております福祉事務所に対する

ヒアリングを通して、回収に向けた指導等に

引き続き取り組んでおります。 

 さらに、丸の６番目のところに記載してお

りますが、平成26年７月からの新たな取り組

みといたしまして、生活保護法の改正に伴

い、不正受給に係る徴収金について、保護費

との相殺を始めております。平成26年度末現

在で、分割納付中77件のうち19件で相殺を実

施しております。 

 こうした取り組みによりまして、平成25年

度までの未納95件中19件が完納となり、47件

が分納となっております。 

 また、26年度発生分につきましても、未納

42件中７割の30件が分納中となっておりま

す。 

 今後とも、家庭訪問による生活実態の把握

とか収入申告の徹底等により、債権発生の未

然防止に力を入れて、収入未済の縮減に努め

てまいりたいと思っております。 

 次に、進学応援資金貸付金につきまして

は、担当のケースワーカーと連携して取り組

んでおりまして、平成25年度までの未納者３

名中１名が、25年度分、未償還三月分のうち

二月分の償還を完了しております。 

 今後とも、引き続き、未償還の方への訪問

であるとか電話による催告等によりまして、
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回収に取り組んでまいりたいと思っておりま

す。 

 最後に、45ページをお願いします。 

 不納欠損について御説明いたします。 

 生活保護返還徴収金につきまして、平成20

年度調定分に31万4,000円、平成21年度調定

分に92万1,000円、合計123万円余の不納欠損

額が生じております。備考欄にありますよう

に、債権者の死亡等により時効中断の措置が

とれず、債権が消滅したものでございます。 

 社会福祉課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 まず、定期監査の結果でございますが、指

摘事項はございません。 

 それでは、26年度決算を御説明いたしま

す。 

 説明資料の38ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございます。 

 分担金及び負担金の上から３段目、未熟児

養育費負担金でございますが、保護者から徴

収する負担金につきまして、不納欠損、収入

未済がございます。後ほど別冊の附属資料で

御説明いたします。 

 その下の使用料及び手数料、それから39ペ

ージから40ページにかけまして国庫支出金を

記載しておりますが、いずれも不納欠損、収

入未済はございません。 

 40ページの３段目をごらんください。 

 地域尐子化対策強化交付金が9,000万円余

の減額となっておりますので、補足して説明

させていただきます。 

 この事業は、国の経済対策事業でございま

して、県では、平成25年度と26年度に、いず

れも２月補正で予算化をし、それぞれ繰り越

しを行っております。予算現額と収入済み額

の差額9,000万円余のうち5,400万円余は、26

年度から27年度に繰り越したことによる減で

ございまして、残りの3,600万円余は、所要

額の減に伴うものでございます。 

 それから、41ページの財産収入、繰入金、

繰越金、諸収入につきましては、不納欠損、

収入未済はございません。 

 なお、41ページの２段目の安心こども基金

繰入金でございますが、１億3,300万円余の

減額となっております。これは、保育所等緊

急整備事業や不妊対策事業など、安心こども

基金を活用した事業の所要額が当初見込みを

下回ったことに伴う繰入金の減でございま

す。 

 歳入は以上でございます。 

 次に、42ページをお願いいたします。 

 歳出の主なものを御説明いたします。 

 １ページ飛びまして、43ページの１段目、

児童福祉総務費でございます。 

 主な事業は、放課後児童クラブへの助成を

行う児童健全育成事業などでございます。 

 不用額9,000万円余が生じておりますが、

これは、地域尐子化対策強化交付金事業にお

ける所要額の減、それから子ども・子育て支

援新制度の施行に伴う全国共通の電子システ

ム構築事業における市町村の入札残などによ

るものです。 

 翌年度繰越額7,600万円余につきまして

は、後ほど別冊附属資料で御説明いたしま

す。 

 次の児童措置費は、市町村が実施する保育

所運営費補助に対する県負担金でございま

す。3,100万円余の不用額が生じております

のは、所要額が当初見込みを下回ったことに

よるものでございます。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 児童福祉施設費は、保育所整備の補助など

を行うものでございます。不用額の7,400万

円余につきましては、保育所等緊急整備事業

の入札残などによるものでございます。 

 なお、翌年度繰越額６億300万円余につき

ましては、後ほど別冊の附属資料で御説明い
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たします。 

 次に、公衆衛生総務費でございます。主な

事業は、乳幼児医療費の市町村への助成など

でございます。不用額9,500万円余につきま

しては、不妊対策事業などにおきまして、実

績額が当初見込みを下回ったことによる執行

残でございます。 

 歳出は以上でございます。 

 それでは、別冊の附属資料をお願いいたし

ます。 

 附属資料の７ページでございます。 

 まず、繰り越し事業について御説明いたし

ます。 

 最上段の待機児童解消加速化プラン事業費

補助は、認可を目指す認可外保育所の施設整

備に対する補助でございますが、建築確認に

時間を要し、繰り越しておりますが、現在で

は完成し、認可保育所として運営されており

ます。 

 ２段目の地域尐子化対策強化交付金は国の

経済対策事業で、本年２月補正で予算化し、

繰り越したものでございます。現在、県、熊

本市、長洲町において、それぞれ事業に取り

組んでおります。 

 ３段目以降は保育所等緊急整備事業でござ

いまして、８ページにかけまして、９カ所で

繰り越しをしておりますけれども、現在は６

カ所で工事が完了しております。なお、完了

していない３カ所につきましては、昨年度の

御指摘も踏まえまして、予算の効果的執行の

観点から、追加募集を行ったものでございま

す。年内から１月にかけて完成予定となって

おります。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 29ページは、未熟児養育医療費の保護者負

担金に係る収入未済についてでございます。 

 １の平成26年度歳入決算の状況でございま

すが、不納欠損が４万5,000円、収入未済額

が43万3,000円となっております。 

 ２の収入未済額の推移でございますが、25

年度から26年度にかけましては、収入未済額

は10万円余の減額となっております。 

 ３の収入未済額の状況でございますが、債

務者は25名でございまして、内訳といたしま

しては、分割納付中が４名、生活困窮が８

名、電話や文書への応答がないといった非協

力的なものが７名、分納を誓約しております

けれども、履行が滞っているものなどが５名

となっております。 

 最後に、４の未収金対策でございますが、

この事業は、平成25年度の実施分から市町村

に権限移譲されたことによりまして、26年度

以降は、新たな債権は発生しておりません。

現在分納を行っている者につきましては納付

状況を確認し、滞るような場合には電話催促

を行っているところでございまして、昨年度

は３名が完納したところでございます。ま

た、それ以外の滞納者へは、文書、電話、訪

問による催告を行っておりますけれども、就

労状況などをしっかりと把握しながら、粘り

強く未収金解消に努めてまいります。 

 次に、46ページをお願いいたします。 

 不納欠損処分でございます。 

 ただいま御説明しました未熟児養育費負担

金につきまして、所在不明等により時効中断

の措置がとれず、債権が消滅しました３名

分、８件４万5,000円を不納欠損処分といた

しております。 

 子ども未来課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○奥山子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課の奥山です。よろしくお願いいたします。

 まず、今年度の定期監査の結果ですが、指

摘事項はございません。 

 それでは、平成26年度の決算について御説

明いたします。 

 説明資料の46ページをお願いいたします。 

 まず、歳入の主なものについて御説明いた

します。 



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成27年10月９日) 

 

 - 39 - 

 一番上の児童保護費負担金ですが、これ

は、児童養護施設等の入所措置に伴い、保護

者から負担いただくものでございます。不納

欠損及び収入未済額がございますので、後ほ

ど別冊の附属資料で御説明いたします。 

 次に、47ページをお願いいたします。 

 上から３段目、児童福祉施設整備費補助に

ついては、児童養護施設の小規模ユニットケ

ア化のための施設整備に係る国庫補助の基準

額が上がったことから、当初の見込みより増

額となりました。 

 続いて、48ページをごらんください。 

 １段目の児童福祉施設等運営受託事業収入

は、県立の児童自立支援施設の清水が丘学園

に熊本市が児童を入所措置した場合に、児童

の養育に係る費用として熊本市から受領する

ものでございます。熊本市による措置児童の

入所が見込みより多かったために増額となり

ました。 

 また、下から６段目の市町村精算返納金で

すが、これは、平成25年度の児童手当市町村

交付金の額の確定等に伴い、市町村からの返

納が発生したことによるものです。 

 一番下の段の年度後返納は、主にひとり親

家庭等に支給する児童扶養手当の過年度分の

返納金等です。収入未済がございますので、

後ほど別冊の附属資料で御説明いたします。 

 歳入については以上です。 

 続きまして、歳出の主なものについて御説

明いたします。 

 49ページをお願いいたします。 

 まず、下から２段目の社会福祉施設費でご

ざいます。主な事業は、備考欄に記載のとお

りですが、不用額は、女性一時保護管理運営

費の実績額が見込みより尐なかったことなど

によるものでございます。 

 50ページをお願いいたします。 

 上段の児童福祉総務費でございます。主な

事業は、備考欄に記載のとおりですが、不用

額は、児童虐待防止に係る子育て支援交付金

からの移行事業、具体的には、乳児家庭全戸

訪問事業や養育支援訪問事業といった市町村

事業への補助について、市町村所要額の実績

が見込みよりも尐なかったことなどによるも

のでございます。 

 次に、下段の児童措置費でございます。主

な事業は、備考欄に記載のとおりですが、不

用額は、児童手当市町村交付金の実績額が見

込みよりも尐なかったことなどによるもので

ございます。 

 次に、51ページをごらんください。 

 上段の母子福祉費でございます。主な事業

は、備考欄に記載のとおりですが、不用額

は、ひとり親家庭等応援事業や児童扶養手当

支給事業の実績額が見込みよりも尐なかった

ことなどによるものでございます。 

 次に、児童福祉施設費でございます。主な

事業は、備考欄に記載のとおりですが、不用

額は、中央一時保護所における保護児童に係

る扶助費の実績額が見込みよりも尐なかった

ことなどによるものでございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 当課で所管しております母子寡婦福祉資金

特別会計の歳入です。 

 上から２段目の繰越金において、予算現額

と収入済み額との比較で増額となっておりま

すが、これは、平成25年度の貸し付けが見込

みよりも減尐したことにより、繰り越しが増

加したことによるものでございます。 

 また、中段の貸付金償還元金と最下段の年

度後返納について収入未済がございますの

で、後ほど別冊の附属資料で御説明いたしま

す。 

 54ページをお願いいたします。 

 歳出については、不用額は、貸し付け実績

が見込みよりも尐なかったことによるもので

ございます。 

 それでは、附属資料に移らせていただきま

す。 

 収入未済について御説明いたします。 
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 附属資料の30ページをお願いいたします。 

 児童保護費負担金の収入未済でございま

す。これは、児童養護施設等への入所措置に

伴い保護者から負担いただくものでございま

して、まず、１の平成26年度の状況について

は、不納欠損額が1,021万円、収入未済額が

3,030万円余となっております。児童保護費

負担金は、保護者の所得に応じて負担いただ

く仕組みとなっておりますが、全体的に所得

が低い世帯が多いこと、また、虐待やネグレ

クトなどを認めない親からの徴収が困難であ

ることなどにより収入未済となっているもの

でございます。 

 次に、収入未済額の推移でございますが、

25年度、26年度と減尐しておりまして、26年

度は、前年度から額にして814万円余の減と

なっております。 

 次に、３の収入未済額の状況ですが、債務

者は228名となっております。そのうち、分

割納付中の方が48名で全体の21％、生活困窮

により納付していない方が64名で全体の28％

となっております。また、虐待を認めないこ

となどにより債務を否認している方が15名、

納付に非協力的な方が20名となっておりまし

て、この２つを合わせますと、納付意識が非

常に低いケースが全体の15.4％となっており

ます。 

 31ページをお願いいたします。 

 未収金対策でございます。 

 債権を組織的に管理するため、児童相談所

のケースワーカー、総務課職員等による個別

診断会議を毎月開催し、債務者ごとの指導内

容の把握や新規滞納者対策の検討を行いまし

た。また、滞納処分につきましては、この負

担金は強制徴収公債権であり、県税と同じ

く、裁判所の手続を経ずに差し押さえなどの

強制徴収ができる債権であることから、現在

分納中で２年以内の完納が見込める方を除く

全滞納者に対し、預金調査を実施するととも

に、滞納額が高額で交渉に応じない滞納者に

ついて、順次差し押さえ通告書を送付しまし

た。その上で、対象者34名のうち、滞納額に

見合う預金を有する方２名に対して滞納処分

を行いました。また、差し押さえ予告書を送

付した方のうち14名から分納誓約書の提出が

あり、現在分納中でございます。 

 さらに、未然防止対策についても、保護者

への意識づけとして、施設等への入所時に、

この負担金の制度、趣旨及びこの負担金は滞

納処分対象債権であることを保護者に十分に

説明し理解を得るとともに、口座振替手続を

積極的に指導するなどの取り組みを行ってお

ります。 

 なお、今年度も引き続き、未納発生の初期

段階に対策をとり、滞納の慢性化を防止する

取り組みを行うなど、未収金対策に取り組ん

でいくこととしております。 

 続きまして、32ページをお願いいたしま

す。 

 要保護児童進学応援資金貸付金回収金の収

入未済でございます。平成26年度に収入未済

額8,000円となっております。これは、児童

養護施設等を退所して大学等に進学する児童

に対する在学期間中の生活費の貸し付け資金

の回収金でございます。対象者は、保護者か

らの援助が困難な児童であり、償還が始まる

大学卒業後であっても経済的に余裕があると

言えない状況があって納入の遅延が生じたた

めに、収入未済が発生いたしましたが、現在

は、この債権については納付済みでございま

す。しかしながら、現在もまだ償還が続いて

おりますので、その他の対象者を含め、今後

も、納付に遅延が生じた場合には、出身施設

と連携して早期に催告を行い、納付を促すよ

う対応してまいります。 

 続きまして、34ページをお願いいたしま

す。 

 ひとり親家庭等に支給されます児童扶養手

当の返還金の収入未済でございます。これ

は、婚姻や年金受給などにより児童扶養手当



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成27年10月９日) 

 

 - 41 - 

を受ける資格を失った後にも引き続き手当を

受給していたことや、いわゆる過払いにより

生ずるものでございまして、収入未済額が

2,241万円となっております。 

 ２の収入未済額の推移ですが、25年度、26

年度と減尐しており、26年度は、前年度から

額にして94万円余の減となっております。 

 ３の収入未済額の状況ですが、債務者は78

名となっております。その内訳ですが、最も

多いのが分割納付中で45名となっており、債

務者の57％程度となっております。そのほ

か、生活困窮により納入していない方が22名

で28％、納付に非協力的な方が８名で10％と

なっております。 

 35ページをお願いいたします。 

 ４の未収金対策でございます。 

 まず、未然防止対策として、年金事務所へ

の年金受給一斉照会の実施や受給資格者全員

からの届け出義務確認書の徴取、また、昨年

度末事務手引を全面改訂して、債権管理に関

する項目を重視するとともに、関係職員への

指導の徹底を図りました。 

 債権管理、徴収活動対策としては、平成25

年度に未収金対策の推進に係る取組方針を策

定し、前年度の未収金額よりも減尐させると

いう目標のもと、本庁、出先一体となった取

り組みを推進しております。具体的には、債

務者を徴収の困難性により４分類に分け、そ

れぞれの分類に応じて催告、訪問等を実施す

るなど、効率的な管理・徴収活動に努めてお

ります。 

 さらに、この４分類ごとの徴収活動実績に

ついて、毎月地域振興局からの報告を義務づ

け、本庁で評価し、評価結果を各地域振興局

にフィードバックすることで徴収意欲を高め

る取り組みも実施しております。 

 このほか、住民基本台帳ネットワークシス

テムの活用や県外居住の滞納者への対応の一

環として、東京近辺の滞納者リストを出先機

関横断的に作成し、年度末にまとめて訪問し

て入金等の成果をおさめることができまし

た。 

 なお、今年度についても、前年度の未収金

額よりも減尐させるという目標を達成するた

め、引き続き、本庁、出先一体となって、取

り組み方針に基づく各種取り組みの定着と徹

底を図っていくこととしております。 

 次に、36ページをお願いいたします。 

 母子家庭等に対し、学校の入学金や授業

料、生活資金などを貸し付ける母子寡婦福祉

資金貸付金の償還金に関するもので、収入未

済額は4,172万円余となっております。 

 下段の年度後返納は、学校を中退した場合

など、借り主の都合により貸し付け期間中に

貸し付けをやめる場合に発生するものであ

り、収入未済額が76万円余となっておりま

す。 

 次に、２の収入未済額の推移ですが、これ

まで増加の一途をたどっておりましたが、26

年度は、前年度から、額にして36万円余でご

ざいますが、減尐に転じております。 

 37ページをお願いいたします。 

 ３の収入未済額の状況ですが、債務者は

237名であり、50％超の134名が分割納付中と

いうことで償還等を続けておりますが、生活

困窮により償還が滞っている債務者が65名で

約30％、また、所在不明や納付に非協力的な

債務者が、合わせて16名で約５％程度となっ

ております。 

 次に、４の未収金対策です。 

 この貸付金につきましても、平成25年度に

未収金対策の推進に係る取組方針を策定し、

前年度の未収金額よりも減尐させるという目

標のもと、本庁、出先一体となった取り組み

を推進しております。 

 まず、未然防止対策として、取り組み方針

に基づき、貸し付け相談時の借入金の精査、

償還意思、能力の確認の徹底、償還開始予定

者への償還指導の徹底を図りました。また、

昨年度末、事務手引を全面改訂し、債権管理
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に関する項目を新たに盛り込むとともに、関

係職員の指導の徹底を図りました。 

 債権管理、徴収活動対策としては、債務者

の４分類化、それぞれの分類に応じた催告、

訪問等の実施、地域振興局からの月次報告と

本庁による評価結果のフィードバック等の取

り組みを実施いたしました。 

 このほか、住民基本台帳ネットワークシス

テムの活用や県外居住の滞納者訪問も行い、

入金等の成果をおさめることができました。 

 今年度についても、前年度の未収金額より

も減尐させるという目標を達成するため、引

き続き、本庁、出先一体となって、取り組み

方針に基づく各種取り組みの定着と徹底を図

っていくこととしております。 

 次に、不納欠損処分について御説明いたし

ます。 

 47ページをお願いいたします。 

 備考欄に記載のとおり、児童保護費負担金

について、債務者の行方不明や債務者の死亡

に伴う相続人の不存在等により、時効中断の

措置がとれずに債権が消滅した1,624件1,021

万円を不納欠損処分としております。 

 子ども家庭福祉課は以上でございます。 

 よろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○井上障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 今年度の監査における指摘事項はございま

せん。 

 平成26年度の決算について説明をさせてい

ただきます。 

 まず、歳入についてですが、説明資料の55

ページをお願いいたします。 

 分担金及び負担金についてですが、不納欠

損額が94万円余、収入未済額が総額で503万

円余でございます。これにつきましては、別

冊附属資料で後ほど御説明いたします。 

 次に、56ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございます。不納欠損

額はございません。収入未済額が合わせて８

万円余でございます。こちらにつきまして

も、後ほど附属資料で説明いたします。 

 次に、58ページの上から２段目から62ペー

ジ上段にかけまして、国庫支出金でございま

す。さらに、同じく、62ページの中ほどが財

産収入、次の63ページの中段が繰入金、下段

が繰越金でございますが、いずれも不納欠損

額及び収入未済額はございません。 

 続きまして、64ページをお願いいたしま

す。 

 諸収入については、収入未済額が12万円余

ございます。こちらにつきましても、後ほど

附属資料で説明いたします。 

 次に、歳出でございますが、65ページをお

願いいたします。 

 ここで、大変申しわけありませんが、誤

字、脱字がございますので、訂正をさせてい

ただきたいと思います。 

 備考欄の不用額を生じた理由の第１段落の

下から２行目の中ほどからですが、事業に係

る実績が見込みよりも尐なかったためという

のが正しい説明でございます。大変申しわけ

ございませんでした。 

 それでは、説明をさせていただきます。 

 障害者福祉費でございますが、主な事業に

つきましては、65ページから66ページにかけ

て記載をしております。不用額が２億5,870

万円余生じております。その理由といたしま

しては２点お示ししておりますが、まず１点

目は、重度心身障がい者医療費助成事業、そ

れと精神通院医療費及び障害福祉サービス費

等負担事業の助成実績が所要額を下回ったこ

と、また、２つ目は、障害者福祉施設整備費

における事業の実績が所要見込み額を下回っ

たことなどによるものでございます。 

 繰り越しが３億6,200万円余生じておりま

すが、これにつきましては、後ほど附属資料

で説明いたします。 

 次に、67ページをお願いいたします。 
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 下段の児童措置費でございますが、5,643

万円余の不用額が生じております。これは、

主に、障害児施設給付費等支給・障害児施設

措置事業におきまして、対象児童数が見込み

を下回ったことによるものでございます。 

 続きまして、68ページをお願いいたしま

す。 

 児童福祉施設費でございますが、3,978万

円余の不用額が生じております。この理由と

いたしましては、主に、こども総合療育セン

ターの非常勤職員の報酬額等の実績が所要見

込み額を下回ったことによるものでございま

す。 

 次に、69ページをお願いします。 

 精神保健費でございます。主な事業につき

ましては、備考欄に記載のとおりでございま

す。5,177万円余の不用額が生じておりま

す。これは、主に、精神保健医療費等の対象

となる措置入院の延べ日数の実績が当初見込

みを下回ったこと、それと、地域自殺対策緊

急強化基金を原資とする各自殺対策事業の執

行残によるものでございます。 

 次に、70ページをお願いいたします。 

 県立病院事業会計繰出金でございます。こ

れは、県立こころの医療センターを経営いた

します病院局に対する繰出金でございます。 

 次に、附属資料の９ページをお願いいたし

ます。 

 繰り越し事業について御説明いたします。 

 まず、障がい者福祉施設整備費でございま

す。９ページから10ページにまたがっており

ますが、10ページの２段目まででございま

す。平成26年度経済対策分も含めまして６件

で、合計１億6,400万円余の繰り越しを行っ

ております。 

 ９ページ最上段の当初分１件につきまして

は、地盤が軟弱であったために、その強化の

工事に時間を要したため、また、２段目以降

の経済対策分につきましては、国の補正予算

経済対策分によりまして、２月議会で予算を

計上した事業でございまして、必要な工期が

確保できなかったため、繰り越しとなったも

のでございます。 

 次に、10ページの３段目でございますが、

障がい者福祉施設耐震化等特別対策事業にお

きまして、１件１億8,070万円余の繰り越し

を行っております。これは、耐震化対応に係

る老朽改築工事でございますが、大規模な工

事でありまして、長期の工期を必要としまし

たため、年度内に完成することができなかっ

たものでございます。 

 次に、10ページの最下段ですが、これは、

熊本市東区長嶺にあります県の身体障害者福

祉センターの改修工事でございますが、これ

は、土木部の営繕課に施行の依頼をしておる

ものでございますが、技術者不足等のために

入札が不調となりまして、適正工期を確保す

ることができずに繰り越しとなったものでご

ざいます。 

 次に、11ページをお願いいたします。 

 障がい者職場実習促進事業で314万円余、

自殺予防相談支援事業で348万円余の繰り越

しを行っております。２つの事業とも、国の

補正予算経済対策によりまして、２月議会で

予算化した事業でございまして、実施期間が

確保できずに繰り越しとなったものでござい

ます。 

 障がい者支援課に係ります繰り越し事業

は、10件で３億6,550万円余でございます。 

 次に、収入未済について御説明いたしま

す。 

 同じく、附属資料の38ページをお願いいた

します。 

 まず、児童保護費負担金ですが、平成26年

度は、現年度分、過年度分を合わせて498万

8,000円の収入未済額が発生しております。

これは、障害児施設への入所措置に伴う扶養

義務者の負担金で、債務者の生活困窮等のた

めに納入がなされていないものでございま

す。先ほど子ども家庭福祉課の説明にもあり
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ましたとおり、平成23年度から、福祉総合相

談所におきまして、徴収を強化して、全滞納

者を対象に財産調査を実施するなど、滞納処

分や頻繁な催告等、徴収促進に努めていると

ころでございます。 

 次に、39ページをお願いします。 

 心身障害者扶養共済加入者負担金の未収金

が、現年度分で１万2,000円ございます。こ

れは、心身障害者扶養共済の掛金の未収金で

ございますが、平成27年６月に完納となって

おります。 

 次に、40ページをお願いします。 

 こども総合療育センター負担金の未収金

が、過年度分で３万9,000円ございます。こ

れは、センターへの入所措置に伴います扶養

義務者の負担金です。平成26年度末の債務者

２人のうち１人は生活困窮、他の１人につき

ましては、債務の否認のために納入がなされ

ておりません。引き続き催告等を行い、未収

金の解消に努めているところでございます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 こども総合療育センター使用料の未収金

が、現年度分、過年度分を合わせまして８万

6,000円ございます。これは、契約による入

所、あるいは通園及び外来受診に係る本人負

担等でございます。主に利用者の生活困窮な

どにより未収金となったものです。これにつ

きましては、債務者２人は分納の納付中でご

ざいます。納付が滞るような場合は随時催告

等を行い、未収金の解消に努めております。 

 次に、42ページをお願いいたします。 

 こども総合療育センターに係る雑入の未収

金が、過年度分で１万7,000円ございます。

内容は、入所児童に付き添う保護者の食費

で、債務者は１人でございます。分納誓約書

を徴した上で分割納付中でございます。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 年度後返納による未収金が10万9,000円ご

ざいますが、内容は、過年度分の心身障害者

扶養共済の過払い年金でございます。債務者

は２人で、いずれも分納誓約書を徴した上で

分割納付中でございます。納付が滞るような

場合は随時催告等を行い、未収金の解消に努

めております。 

 収入未済については以上でございます。 

 次に、不納欠損について説明いたします。 

 同じく、附属資料の48ページをお願いいた

します。 

 児童保護費負担金に係る不納欠損が、合計

で145件、額で94万円余でございます。これ

は、債務者の行方不明等によりまして時効中

断の措置がとれずに、時効により債権が消滅

したものについて不納欠損処理を行ったもの

でございます。 

 次に、未登記について説明いたします。 

 49ページをお願いいたします。 

 未登記となっておりますのは、合志市所在

の旧肥後学園敷地の一部でございます。昭和

14年から15年にかけまして、県が種畜場用地

として取得しまして、昭和24年に養護施設肥

後学園の用地として所管がえを行いまして、

平成16年の閉園後も障がい者支援課で所管し

ているものでございます。 

 平成26年度に時効取得の訴訟を提起いたし

まして、１筆は登記が済みました。現在未登

記用地は残り１筆でございまして、現況は、

菊池支援学校の進入路の入り口部分になって

おります。158平米です。これにつきまして

は、任意の承諾による所有権移転に向けた交

渉を含めて対応を検討中でございます。今後

とも、未登記の解消に取り組んでまいりま

す。 

 以上で障がい者支援課の説明を終わらせて

いただきます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○立川医療政策課長 医療政策課です。 

 まず、監査結果でございますが、指摘事項

はありません。 

 説明資料の71ページをお願いいたします。 
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 歳入について、主なものを説明させていた

だきます。 

 71ページの使用料及び手数料並びに72ペー

ジの国庫支出金につきましては、不納欠損

額、収入未済額はありません。 

 73ページをお願いいたします。 

 国庫支出金です。１段目の地域住民生活等

緊急支援のための交付金で、予算現額と収入

済み額に1,179万4,000円の差がありますの

は、平成26年度経済対策に係る国の予算が平

成27年度に繰り越されたためです。同様に、

最下段の医療施設等施設整備費補助で16億

9,698万円の差がありますのは、平成26年度

経済対策に係る国の予算が平成27年度に繰り

越されたためです。内容として、主なもの

は、医療施設消防用施設整備費、いわゆるス

プリンクラー等の整備に係るものでございま

す。 

 74ページをお願いいたします。 

 財産収入及び75ページの繰入金について

は、不納欠損額、収入未済額はありません。 

 75ページ、繰入金の最下段、地域医療再生

基金繰入金です。予算現額と収入済み額に

3,615万5,000円の差がありますのは、地域医

療再生基金活用事業の実績減に伴う基金繰入

金の減でございます。 

 76ページをお願いいたします。 

 １段目の地域医療介護総合確保基金繰入金

です。予算現額と収入済み額に5,319万2,000

円の差がありますのは、地域医療介護総合確

保基金活用事業の実績減に伴う基金繰入金の

減でございます。 

 次の繰越金については、不納欠損額、収入

未済額はありません。 

 続きまして、諸収入です。最下段の各種団

体精算返納金で、予算現額と収入済み額に

5,480万円の差がありますのは、補助金の交

付確定に伴う精算返納金等が見込みを下回っ

たためでございます。 

 77ページをお願いいたします。 

 １段目の看護師等修学資金貸付金償還金で

269万9,000円の収入未済額があります。詳細

につきましては、後ほど別冊附属資料で御説

明いたします。 

 続きまして、歳出について、主なものを説

明させていただきます。 

 78ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費についてですが、主な事業

として、医師確保総合対策事業、医療施設耐

震化整備事業等がございます。不用額が３億

3,888万円生じておりますのは、医療施設消

防用設備整備費において、補助を予定してい

た事業者から申請がなかったことによる執行

残等によるものでございます。 

 79ページをお願いいたします。 

 最下段の医務費についてですが、主な事業

として、80ページのへき地医療施設運営費や

在宅歯科診療器材整備事業等を実施しており

ます。 

 済みません、79ページに戻っていただきま

して、79ページで、不用額が936万7,000円生

じておりますのは、へき地医療施設運営費に

おけるへき地医療支援機構活動経費の節減に

よる執行残等によるものでございます。 

 80ページをお願いいたします。 

 保健師等指導管理費についてですが、主な

事業として、看護師養成所等への運営費補

助、看護職員確保総合推進事業等がございま

す。不用額が2,816万1,000円生じております

のは、看護職員確保総合推進事業における病

院内保育所運営費補助の実績減等によるもの

でございます。 

 次に、繰り越し事業について御説明いたし

ます。 

 別冊附属資料の12ページをお願いいたしま

す。 

 12ページ１段目の医療施設耐震化整備事業

は、事業計画変更に伴う工事再開のおくれに

より年度内完了が困難となったため、繰り越

したものです。 
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 ２段目の脳卒中等医療推進事業、次の地域

医療等情報ネットワーク基盤整備事業、次の

13ページの在宅歯科診療器材整備事業、２段

目の看護職員確保総合推進事業までは、新し

い基金でありました地域医療介護総合確保基

金を活用した施設設備整備事業に対する助成

です。地域医療介護総合確保基金に係る国の

内示が10月に示され、事業実施期間が確保で

きなかったため、繰り越したものです。 

 同じく、13ページ３段目の院内感染対策施

設整備事業、引き続いて４段目から始まる小

児周産期設備整備事業、さらに、14ページ２

段目から始まりまして、ずっと飛びますけれ

ども、18ページ２段目までの小児在宅医療災

害時対応設備整備事業は国の経済対策による

事業です。平成27年２月補正予算で計上いた

しましたが、事業実施期間が確保できなかっ

たため、繰り越したものです。 

 18ページをお願いいたします。 

 上から３段目の医療施設消防用設備整備事

業は、平成26年９月補正予算で計上しました

が、消防法施行令の改正による整備計画の見

直しにより年度内完了が困難となったため、

繰り越したものです。なお、本年６月に事業

完了しております。 

 最下段から22ページまでの医療施設消防用

設備整備事業は、国の経済対策による事業で

す。平成27年２月補正予算で計上しました

が、国の内示が27年度となり、繰り越したも

のです。箇所数は43施設です。 

 次に、収入未済について御説明いたしま

す。 

 44ページをお願いいたします。 

 １の平成26年度歳入決算の状況をごらんく

ださい。44ページです。 

 看護師等修学資金貸付金償還金につきまし

ては、10人分の269万9,000円の収入未済額が

ございます。看護学生に貸与した修学資金

は、卒業後、県内の200床未満の病院や診療

所等において、５年間継続して看護業務に従

事した場合は返還が免除されますが、免許が

取得できなかったり、県外や200床以上の病

院に勤務したり、看護業務に従事しなくなっ

たりした場合には返還義務が生じます。この

うちの一部の債務者について、就業状況悪化

等により経済的に返還が難しいため、収入未

済となっているものです。１カ月以上滞納が

あり、本人が電話督促等にも応じない場合に

は、連帯保証人に対して請求及び督促を行う

など、連帯保証人への働きかけを強化してお

りますが、平成25年度と比べまして、収入未

済額は３万8,000円増加となっております。 

 ４の未収金対策です。今後も、滞納者に対

しましては、本人や連帯保証人の生活状況を

確認し、分納などの納付確約をとり、滞納累

積防止に取り組みます。あわせて、新規貸与

者には、個人面談を実施することにより、修

学資金の趣旨及び制度内容等に対する意識づ

けを徹底し、新規未収金の発生防止に取り組

んでまいります。 

 医療政策課は以上です。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○大塚国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 今年度行われました定期監査につきまして

は、指摘事項はございません。 

 それでは、平成26年度決算につきまして説

明申し上げます。 

 恐れ入りますが、説明資料の81ページをお

願いいたします。 

 歳入について説明いたします。 

 左の列でございますが、分担金及び負担

金、国庫支出金、財産収入につきましては、

いずれも不納欠損額、収入未済額はございま

せん。 

 なお、２段目の国庫支出金の下のほうでご

ざいますが、地域住民生活等緊急支援のため

の交付金の予算現額と収入済み額との差619

万3,000円は、国の平成26年度経済対策に係
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る国の予算が、平成27年度に繰り越されたこ

とによるものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 繰入金、諸収入につきましては、不納欠損

額、収入未済額はありません。 

 続きまして、歳出につきまして、主なもの

を説明します。 

 83ページをお願いいたします。 

 歳出は、上段が国民健康保険事業に係るも

の、下の段が後期高齢者医療に係る費用でご

ざいます。 

 上段の国民健康保険指導費の不用額5,681

万円余は、主に備考欄の一番下に記載してお

ります国民健康保険制度安定化対策事業に係

るものでございます。この事業は、市町村間

の国保財政の調整を行う事業ですが、財政調

整の対象となります80万円を超える高額な医

療費が見込みより尐なかったことによるもの

でございます。 

 次に、繰り越し事業につきまして説明をい

たします。 

 別添附属資料の23ページをお願いいたしま

す。 

 市町村健康寿命延伸評価・促進事業でござ

います。この事業は、医療費データ等を活用

いたしまして、効率的、効果的な市町村国保

の保険事業の促進を図る事業で、国の平成26

年度経済対策地方創生先行分として、平成27

年２月議会で御承認いただいた事業です。年

度中に十分な事業実施期間が確保できなかっ

たことから、全額を平成27年度に繰り越した

ものでございます。事業完了は２月末の予定

です。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○下村健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 まず、今年度の定期監査についてですが、

指摘事項はございません。 

 それでは、平成26年度の健康づくり推進課

の決算について御説明します。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の84ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料について、不納欠損額、

収入未済額はありません。 

 次に、国庫支出金についても、不納欠損

額、収入未済額はありませんが、予算現額と

収入済み額の差が大きなものを御説明いたし

ます。 

 84ページの一番下をお願いします。 

 衛生費国庫補助金のうち地域保健医療推進

費補助については、市町村が実施する健康増

進事業の所要額が見込みより尐なかったた

め、予算現額より収入済み額が586万8,000円

尐なくなっております。 

 85ページをお願いします。 

 一番上の地域住民生活等緊急支援のための

交付金については、予算現額と収入済み額の

差が1,200万円となっておりますが、これ

は、平成26年度国の経済対策に係る補正予算

により事業化した健康長寿推進事業に対する

交付金で、平成27年度へ繰り越したことによ

るものです。 

 次の段の特定疾患治療費補助については、

予算現額と収入済み額の差が２億8,381万円

余となっておりますが、これは国庫補助金の

交付額が所要額を下回ったことによるもの

で、本来、国と県が２分の１ずつの負担割合

となっておりますが、平成14年度ころから、

特定疾患治療研究事業の所要額に対して、本

来国が負担すべき金額の５割から６割程度の

交付にとどまっており、平成26年度の補助金

の交付率は73.3％となっております。これに

つきましては、平成27年１月１日から難病の

患者に対する医療等に関する法律が施行され

ておりまして、国の２分の１負担が法律によ

り担保されており、平成27年度からは超過負

担が解消されることになっております。 

 次に、86ページをお願いします。 

 繰越金及び諸収入について、不納欠損額、
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収入未済額はございません。 

 次に、歳出でございます。87ページをお願

いいたします。 

 まず、衛生費でございます。公衆衛生総務

費の主な事業は、備考欄に記載しているとお

りでございます。不用額の３億5,036万1,000

円のうち主なものは、特定疾患治療費が見込

み額を下回ったことによる執行残の２億

9,101万1,000円で、そのほかについても、原

爆被爆者に対する手当支給や市町村健康増進

事業計画が当初見込みを下回ったことによる

執行残でございます。 

 次に、予防費でございます。これはハンセ

ン病に関する事業費でございます。不用額の

149万5,000円は、扶助費等の執行残でござい

ます。 

 次に、繰り越し事業について御説明いたし

ます。 

 恐れ入りますが、附属資料の24ページをお

願いいたします。 

 病院群遠隔病理診断体制事業につきまして

は、がん診療拠点病院である熊大医学部附属

病院が実施をする遠隔病理診断システムの整

備に対する助成で、平成26年12月議会で御承

認をいただいておりますが、年度内に事業実

施期間が確保できず、1,195万3,000円を繰り

越したものです。なお、６月に事業は完了し

ております。 

 健康長寿推進事業につきましては、平成26

年度の国の経済対策に係る地域住民生活等緊

急支援のための交付金を活用した事業で、県

民主体の健康づくり推進及び健康長寿の意識

醸成のために、健康づくりモデル事業の実施

及び成果の普及を図るもので、平成27年２月

議会で御承認をいただきましたが、年度内に

事業実施期間が確保できず、1,200万円を繰

り越したものです。なお、事業完了は、来年

２月末の予定です。 

 健康づくり推進課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○和久田薬務衛生課長 薬務衛生課でござい

ます。 

 まず、今年度の定期監査につきましては、

指摘事項はございません。 

 決算の説明に移らせていただきます。 

 説明資料の88ページをお願いします。 

 歳入について、主なものを説明させていた

だきます。 

 まず、使用料及び手数料についてですが、

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 ２段目の薬務関係手数料につきまして、予

算現額と収入済み額との比較が169万円余の

増となっておりますが、これは、備考欄に記

載しておりますとおり、主に登録販売者試験

等の件数が見込みよりも多かったことによる

ものでございます。 

 ５段目の生活衛生関係手数料につきまし

て、予算現額と収入済み額との比較が120万

円余の減となっておりますが、これは、主に

旅館業営業許可申請等の件数が見込みよりも

尐なかったことによるものでございます。 

 89ページをお願いします。 

 国庫支出金についてですが、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 一番下の段の国庫委託金につきまして、予

算現額と収入済み額との比較が103万円余の

減となっておりますが、これは、主に薬事経

済調査委託事業費所要額の減に伴う委託金交

付額の減によるものでございます。 

 次に、90ページをお願いします。 

 諸収入についてですが、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 ３段目の治療血清売り払い代金につきまし

て、予算現額と収入済み額との比較が114万

円の減となっておりますが、これは、特殊疾

病の発生がなかったため、国有ワクチンの売

り払いがなかったことによるものでございま

す。 

 続きまして、歳出について、主なものを御
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説明させていただきます。 

 91ページをお願いします。 

 ５段目の生活衛生指導費について、不用額

77万円余が生じておりますが、これは旅費等

の経費節減によるものでございます。 

 次に、92ページをお願いします。 

 １段目の環境整備費の不用額57万円余につ

きましては、需用費、役務費等の経費節減に

よるものでございます。 

 ４段目の薬務費について、不用額492万円

余が生じておりますが、これは、先ほど歳入

に関する調べで御説明いたしました特殊疾病

の発生がなかったため、国有ワクチンの払い

下げのための経費が不用であったこと、さら

に、後発医薬品検討部会の開催経費の減及び

需用費、役務費等の経費節減によるものでご

ざいます。 

 続きまして、最後に、繰越金について御説

明させていただきます。 

 附属資料の25ページをお願いします。 

 在宅訪問薬剤師支援センター等整備事業

は、公益社団法人熊本県薬剤師会が行う、在

宅医療の充実を図るために薬局や薬剤師を支

援する在宅訪問薬剤師支援センターなどの整

備等に対して助成するものでございます。 

 地域医療介護総合確保基金に係る国の内示

が平成26年10月17日に示されたことにより事

業実施期間が確保できなかったため、4,044

万8,000円を繰り越しております。なお、平

成28年３月に事業完了予定です。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 よろしく御審議のほどお願い申し上げま

す。 

 

○吉永和世委員長 以上で健康福祉部の説明

が終わりました。 

 ５分、休憩します。 

  午後２時30分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時37分開議 

○吉永和世委員長 委員会を再開します。 

 それでは、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○前田憲秀委員 今収入未済額の御報告が各

課からあって、さまざま、いろんな御苦労も

あられているのかなというふうにお察しをい

たします。 

 ただ、分割で応じている方、全く応じない

方、さまざま債務者の方もいらっしゃるとい

うことで、そこはもう厳格に、大変だと思う

んですけれども、対応していただければとい

うふうに思います。 

 １点だけ質問なんですけれども、認知症対

策・地域ケア推進課さんになると思います。

説明資料の28ページ、認知症対策に関して、

サポーターのことについて１点だけお尋ねを

しようと思うんですけれども、認知症サポー

ターも常日ごろ質問でもさせていただいてい

ますけれども、６年連続だったでしょうか、

人口比で全国１位ということで、その中でも

熊本市の割合が非常に低いというのをずっと

お聞きしましたけれども、そこは、現状どう

なのかをちょっとお尋ねしたいんですけれど

も。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 政令

市の熊本市の状況についてですけれども、認

知症サポーターについては、確かに、比率と

しては、熊本市、県下の中では低い団体に入

っております。後ろのほうから数えたほうが

早い。ただ、全国の20政令市の中で数えます

とトップです。尐なくとも５％以上。それか

ら、第７期の介護保険事業計画の中では、10

％まで持っていきたいということでやってい

ただいております。なかなか、大きな市です

ので、御苦労は多いかと思いますけれども、

その中では非常に頑張っていただいていると

いうふうに思っております。 
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○前田憲秀委員 そこはもう熊本市が独自に

働きかけなり、努力なりしていただくという

感じなんですかね、県との連携というか、そ

こら辺はあんまりないんですか。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症サポーターの養成につきましては、市町村

の事業というふうになっておりまして、県と

市町村、一緒に連携して進めております。逆

に、比率について低いところにつきまして

は、それぞれ御相談、いろいろさせていただ

きまして、取り組みの方法等については、協

力し合ってやっていっているような状況でご

ざいます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 国のゴールドプランだったですか、国の目

標値ももう既にたしか熊本県はクリアしてい

るということで、その勢いというか、維持は

ずっとできそうな感じなんですかね。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症サポーターの養成につきましては、今年度

からは、今まで高齢者、それから若年の方に

集中しておりましたけれども、改めて壮年の

方々、生活に密着したサービス、事業をされ

ている方々あたりへの養成働きかけをしたい

と思っておりますし、小中学校のほうに対し

ては、ことし４月に早速教育委員会のほうに

も働きかけていただきまして、市町村教育委

員会を通しまして、小中学校のほうにも働き

かけをいたしております。小中学校、それか

ら生活に密接に関連した事業者を通して、比

率としての日本一は維持できるというふうに

思っております。 

 

○前田憲秀委員 頑張っていただきたいと思

います。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。 

 

 前田委員に関連なんですけ

れども、未収金なんですけれども、課によっ

ては非常に尐額なのを計上されているんです

けれども、まあ、職員の人件費のほうが、尐

額を回収するのに人件費のほうがかかっちゃ

うと。過去３年分、どれも書いているんです

けれども、どのくらいで見きわめというか、

これはもう損金として計上すると、その基準

というのを教えてください。 

 

○奥山子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課でございます。 

 子ども家庭福祉課のほうでは、未収金とい

うことで、児童保護費負担金ですとか、尐額

で言いますと、要保護児童進学応援資金貸付

金回収金というものがございます。回収につ

いては、基本的には時効にかからないよう

に、継続的に回収していくということが原則

でございますが、今回児童保護費負担金では

1,000万円余の不納欠損ということで、これ

は、債務者が行方不明でしたり、財産調査の

結果、実際に財産を持っていなくて処分がで

きないと、そういったときには、まあ、いろ

いろと親族への調査や所在調査等も行った上

でですけれども、最終的には不納欠損にする

という取り扱いで、今回、1,000万円を計上

させていただいているところでございます。 

 

 時効にかからないようにと

いうことでしたけれども、１年たんびに請求

したら、一応時効の中断でずっと続くと思う

んですけれども、その辺、教えてください。 

 

○奥山子ども家庭福祉課長 時効について

は、債務者と接触がとれて、債務者から債務

の承認ですとか、一部納付ということがござ

いますと、時効がそこからまた起算というこ

とになりますが、一切接触がとれないような
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状況には、ずっとそれが、時効が進んでしま

って、最終的に時効にかかってしまうという

こともございます。 

 

 了解です。 

 

○吉永和世委員長 ほかにございますか。

――ありませんか。 

 

○山本伸裕委員 新聞等でも報道されており

ますけれども、児童虐待が最多になっている

というようなことで、職員の対応が追いつい

てないというような報道があるわけですよ

ね。そういう点で、熊本の実態なんかについ

てちょっとお尋ねをしたいんですけれども、

熊本の実情がどうかということですよね。職

員が足りているか、対応の現状をお尋ねした

いと思います。 

 

○奥山子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課でございます。 

 熊本県の児童虐待の件数について、昨日、

全国の児童主管課長会議がございまして、全

国では、８万8,931件という速報値が示され

ております。これが前年度に比べて120.5％

の増ということで、一方で、熊本県のほう

は、平成26年度は、児童虐待の相談件数、熊

本県と熊本市の児相両方合わせて931件、前

年度から比べますと1.56倍ということで、新

聞等では全国２位の伸び率であるというふう

に報道されております。 

 具体的な原因といたしましては、件数の増

については、ＤＶ等で保護者同士が暴力を振

るっているのを間近に見ている子供たちにつ

いても、面前ＤＶということで児童虐待に当

たるというふうにされておりますので、これ

を警察にＤＶ通告があったものを積極的に児

童相談所にも通告するということにしたため

に、警察からの通告件数が相当伸びたという

のが原因だというふうに分析しております。 

 御指摘のように、体制については、児童相

談所への近年の相談件数の高まりにより、負

担がふえているという声もあります。一方

で、県としては、児童福祉士の増員を平成12

年度、児童虐待防止法が施行されてから増員

を図ってきておりまして、平成12年度と比較

しますと、中央児童相談所では５人増員、八

代では３名増員ということ、また、平成23年

度からは、嘱託職員のほうも中央児童相談所

に３名、八代児童相談所に２名増員しており

まして、平成27年度は、さらに八代に１名増

員したというところでございます。 

 児童相談所がしっかりと機能して、子供の

安全を守るということが児童虐待の防止に大

変重要でありますので、今後も、職員の資質

の向上のための研修会ですとか事務の効率化

を図るなど、児童相談所の体制の強化に努め

てまいりたいと考えております。 

 

○山本伸裕委員 増員を今図られているとい

うようなお話ですが、全国的な傾向からすれ

ば、かなり問題が深刻さを増しているような

状況の中で、やっぱりその実態に果たして職

員数が追いついているのかというような指摘

がかなりありますから、それはぜひ積極的に

――今全国２位の伸びだというような御指摘

もありましたし、やっぱり今の現状をしっか

り見て、対応をとっていくことが必要じゃな

いかと思います。 

 それから、委員長、介護事業倒産が最悪と

いうような、今年度の１月から９月期のデー

タが民間信用調査会社の発表で出ておりま

す。かなり介護報酬が引き下げられるとか深

刻な状況の中で、介護の施設の深刻な実態が

出てきているというふうに思うんですね。 

 そういう中で、一方では、地域で見守りネ

ットワークであるとか、ボランティアである

とか、そういった対応で要支援なんかの必要

な、そういった方々のケアをしていこうとい

うような流れが出てきているわけですけれど
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も、そういった地域の体制がまだ整ってない

んじゃないかというような指摘もあるんです

けれども、熊本の場合の実態といいますか、

地域での要支援へのサポート体制といいます

か、そういった現状なんかで地域の格差とい

いますか、そういったものが出てきているん

じゃないかと思うんですが、現状はどうなん

でしょう。 

 

○池田認知症対策・地域ケア推進課長 要支

援の方々の予防給付のうち、通所介護、訪問

介護について、今度、新しい総合事業、地域

支援事業の中に移られます。これは、ただ、

29年の４月までに移行していただくというこ

とで進めておりまして、今年度移行した市町

村は、10月１日現在の１を含めて４市町村で

す。 

 次年度以降については、また逐次移行して

いくことに――条例上の移行の期限といたし

ましては、28年度中が18市町村、それから29

年度が23市町村というふうに聞いております

けれども、これは、猶予期限ということで、

ぎりぎりのところで書かれているところもあ

るかと思いますので、引き続き市町村のほう

へは、現在のサービスそのものがなくなるわ

けではございませんので、その現在のサービ

スに加えて新たなサービスが多様な主体から

提供されるように、引き続き市町村のほうに

働きかけてまいりたいと思っております。 

 

○山本伸裕委員 わかりました。 

 

○吉永和世委員長 ほかに。 

 

○藤川隆夫委員 健康危機管理課のほうで、

エボラ出血熱の対策で、感染防護具が12月ま

でに整備ということで、もし仮に入ってきた

場合の体制というのはきちっととれるんです

かね。 

 

○岡﨑健康危機管理課長 エボラ出血熱対策

につきましては、昨年から熊本市民病院と搬

送訓練、それから、病院内のいろんな体制の

整備等について、いろいろ話し合いを行って

おりまして、体制はとれております。 

 

○藤川隆夫委員 じゃあ、この防護具自体が

きちっと間に合わなくても大丈夫というふう

に考えといていいですかね。 

 

○岡﨑健康危機管理課長 防護具自体はある

んですけれども、まあ、訓練等で随時使って

おりまして、予備といいますか、備蓄分を補

完する意味合いがございます。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 

○浦田祐三子委員 44ページ、子ども未来

課。 

 不妊対策事業の実績額が見込みより尐なか

ったためとありますけれども、これはなぜ見

込みより尐なかったんですか。 

 

○福田子ども未来課長 不妊対策事業に関し

ましては、これを利用する件数自体は伸びて

きております。昨年度の実績が974件でござ

いまして、その前の年が800何十件、済みま

せん、ちょっと正確な数字が今出てきません

けれども、800何十件というくらいでしたの

で、件数としては伸びてきておるんですけれ

ども、予算上は、過去の伸び率をもとに計算

をしたために、そこまでは伸びなかったと、

予算計上ほどは伸びなかったということでの

減額という意味でございます。 

 それと、済みません、25年度は857件でご

ざいます。 

 

○浦田祐三子委員 いろいろこれまでも御尽

力いただいているかと思うんですけれども、

私の周りにも治療されている方もいらっしゃ
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いますし、治療を受けたいけれども、なかな

か高額でちょっと続かないという方の声を聞

くので、できればまた、周知とか、しっかり

努めていただければと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 

○福田子ども未来課長 これは、医療機関と

も一緒になって、しっかりと周知をしていき

たいと思います。 

 

○吉永和世委員長 よろしくお願いします。 

 

 17ページの予防費について

ちょっとお尋ねなんですけれども、いろんな

感染症がありますけれども、例えばエイズな

んてもう当たり前になり過ぎて、啓発活動と

いうのが最近どうなのかなというふうに思っ

ているんですけれども、この予算で足りてい

るのか足りてないのか、ちょっと感覚的なも

のなんですけれども、教えてください。 

 

○岡﨑健康危機管理課長 エイズにつきまし

ては、最近の傾向といたしましては、男性間

の感染が非常にふえております。そういった

ことを踏まえまして、都市部、まあ、熊本市

を中心に、都市部での啓発活動、それから、

若い方、高校生、大学生が読まれる雑誌への

啓発資料の作成とか、そういった形で今若い

方を中心の啓発を今進めておるところでござ

います。 

 

 数はふえているんですか

ね、県内で。 

 

○岡﨑健康危機管理課長 毎年、５名ないし

10名程度、感染、あるいはエイズ患者が発生

しております。 

 

 ぜひ、もう何か本当、当た

り前になり過ぎて、油断みたいなのが出てい

るような気がするんですね。やっぱり県が主

導して、どんどんやっていただきたいなと。

まあ、エイズに限らずですね。 

 

○吉永和世委員長 ほかにありませんでしょ

うか。 

 

○山本伸裕委員 地域医療ビジョンが、ちょ

っとどこでお尋ねしたらいいかわからなかっ

たんですが、医療機関が県に対して病院の機

能を選択して報告するというようなことにな

っているかと思うんですが、その取り組みは

もう実際に進んでいるんでしょうか。 

 

○立川医療政策課長 医療政策課です。 

 山本委員からの地域医療ビジョンというこ

とでありましたけれども、今、国のほうか

ら、地域医療構想という形で、平成27年度、

今年度から全都道府県で策定するようにとい

うことでガイドライン等を示されておりま

す。 

 で、山本委員のほうから、各病院の機能の

報告のことを言われましたけれども、この病

床機能報告とこれは言っておりますけれど

も、これは、この地域医療構想をつくる前の

１年前、平成26年度からこれはスタートして

おりまして、昨年でいきますと、26年７月１

日現在の病床の機能を10月１日に都道府県に

報告することとなっております。その報告先

は、基本、インターネットで報告しますの

で、国のサーバーのほうに直通で行くわけで

すけれども、そういった仕組みで昨年から始

まっておりまして、本年度も２回目の病床機

能報告に今取り組んでおられるところです。 

 以上です。 

 

○山本伸裕委員 そうすると、一定、病院か

らの報告は来ているということですよね。そ

れに対して県はベッドの削減など要請、指示

できるというようなことになっているかと思
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うんですが、実際にそういったやりとりなん

かはもうされているんでしょうか。 

 

○立川医療政策課長 もう病床の削減が始ま

っているのかというような御質問でしたけれ

ども、まだ私ども、地域医療構想自体もこと

しから策定し始めたところでございますの

で、まだそこまでのところまでは行っており

ません。 

 以上です。 

 

○坂田孝志委員 26年度決算についての審議

でありますので、その関係に限って審議して

いただいて、それぞれの事柄は、所管の委員

会で十分審議していただけたらと思います。

これからずっと決算が続きますからですね、

そういうふうなことで、委員長のもとで取り

進めお願いしたいと思います。 

 

○吉永和世委員長 わかりました。 

 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○吉永和世委員長 なければ、これで健康福

祉部の審査を終了します。 

 次回の第４回委員会は、10月16日金曜日午

前10時に開会し、午前に環境生活部の審査を

行い、午後から商工観光労働部の審査を行う

こととしておりますので、よろしくお願いい

たします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 本日は御苦労さまでございました。 

  午後２時58分閉会 
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